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はじめに

1940年代前半の朝鮮は，日本統治下でも最も日本語習得率が上昇した時代であり，日本語の普

及は「国語全解運動J として一層「強制」的・組織的に進められた。とりわけ「国語常用」の強

謂により日本語使用の強制が至る所で行われた。そして n国語常用』の結果として w解放』当

時掲朝鮮の 12歳以上総人口の78%はハンクツレ文事}九すなわち非識字者だ、ったということは，

朝鮮語使用の制限・禁止に関する諸政策を含む日本統治下末期の日本語普及・強制政策の問題性

が大きかったことを意味する。しかも，日本語がわかりこれを正しく使えることは朝鮮人の「皇

民化」に関する重要な指標であった。この時期，朝鮮総督府は「朝鮮人の強靭な民族性に対する

f不信~J ， r朝鮮人を盟家権力の暴力装置の中に組み入れることの不安，恐怖」を保持しつつも志

願兵制疫を導入し円ついには徴兵制度まで導入した。これらを機会として，宮本語普及の動きに
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もさらに拍車がかかった{九「内鮮一体Jを実質化すれば報鮮人の民族性が抹殺されることになる

が，朝鮮総督府は朝鮮人に対し「皇居臣民J たることを求め，自らその意を汲み，陸軍特別志願

兵への「志願J，i郎氏」・「改名」の「届出」をする等の「自発性J を求めた。これらの「自発性J

の背後にはそれを選択「せざるを得ない状況」がありへまた相当程度暴力的に n志願』を強要

したJ事実が存在していた(旬。畠本語普及・強制政策の観点からいっても，日本語使用奨励や朝鮮

語使用制隈をする言動中に一見悶様の「自発的J な動きが見られる。本論文では，志願兵制や創

氏改名のような任意の「自発性」の背後にある構造が，日本語普及の場面でどのように「強制J

的なものであったかを明らかにしたい。もちろん，これまでも後述するような先行研究で幾つも

の事例が紹介されてはきた。しかし，史料的制約のため， 1940年代の史料を根拠にした記述は必

ずしも十分ではない。

本論文では，主に 1942年までの史料に限定されてしまうが， 1940年8月の民族新開廃刊(6)以後

も残された『京城日報.!I(日本語)(九『毎日新報.!I(朝鮮語)，大韓民間総務慮政府記録保存所所蔵

の『朝鮮総督府文書』等の諸史料を用いて， 1940年 10月，国民総力報鮮連盟発足後における毘本

語普及・強制政策の解明を試みる。最末期までの日本語普及・強制政策およびその実態把握はま

だ十分だとは言えないが， 1942年5月には朝鮮への徴兵制度導入が閣議決定される等，自本語普

及・強制の質を変える大きな転機があり，当時存在していた戦時における町会，愛国班等の組織

化との関係等，史料を用いて明らかにすべきことは多い。

また，日本語強制，朝鮮語制捜・禁止の動きは 1930年代後半の南次郎総督治下で基本路，様が作

られており，これらの陪題整理も前提として不可避である。 1942年の「菌語全解運動J以前に「全

部国語ガ分カル」ことを想定して開始された「簡易国語講習会」の動きなど， 1938年前後との関

連も深く，時系列に徒った比較的組い時間枠で諸史料を再構成していきたい。

〈関係先行研究〉
の

日本語強制に関しては，本ト最義が朝鮮総督府の輯鮮語政策とともに「日帝下将言語・文字政策J

で論じたのがその初期のものであり刊本論文の対象時期との関係で言えば， 1930年代後半の学

校における朝鮮語使用禁11:に関する記述等，参考にすべき部分がある。但し，朝鮮語学会弾圧事

件に関する記述を除いて， 1940年以後の記述には史料の不足という限界がある。

金敏株(1973年)によれば， 1937年を境に，それ以前の朝鮮語・日本語の「二語併用期」は「日

本語専用期J となる(的。また w季刊現代史.!I 8号 (1976年)(1川森田芳夫 (1987年)(1川こよって

紹介された謡史料により， 1936年後半から 1937年前半にかけて日本語普及政策に強制色が表面

化してくることがわかる。偲し，それらの本文では史料需の流れを概観するにとどまった。

日本語教育史の分野では，森田芳夫論文(1982年)(12)，同(1991年)(13)，稲葉継雄論文(1986年)(14) 

があるが，何れも朝鮮時代から，あるいは日本の侵略初期から現代までの流れを時期限分し概説

的に辿ることに重点がある。大韓良国においては，金杢昌が一連の論文「朝鮮語科始末ヰ日語教
の

育旦j置史的背景」により，教育令改正毎に，また教育機関毎に区分して，日本語・朝鮮語教育関

係史料を多数紹介した。但し，管見の眼り「国語常用金解運動J に関する論文は確認できなかっ

た{問。日本語で紹介された朱秀雄の諸論文は w毎日申報.!I(16)からの引用が日新しいが，これらの

部分を除くと，本論文の対象時期に関する記述は南・小磯各総督の，それも教育方針全般に関わ

る訓示類のみの紹介で「日本語教育」政策を特徴づけようとしており，平板な印象を免れ得な

。
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日本語普及運動を皇民化政策に位置づけ，特に当時の主要課題であった輯鮮人への徴兵制度導
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入 (1942年5月閣議決定， 1944年実施)との関連で論じたものに，宮田節子論文があるい8)。宮田

論文は，徴兵制度の導入が rw最も困難な生活諾としての国語普及』の段暗に…理念として入らね

ばならないとされた」と表現されるような質的転換をもたらしたことを明らかにした{問。ただし，

論文自体が「徴兵制度の展開」過程を対象としているため，必然的に日本語普及の対象は主とし

て「徴兵適齢者J にしぼられた。

南次郎の朝鮮総督就任以降を対象とした広範な日本語普及・強制政策に関する先行研究は，近

年，大韓民国で発表され始めた{判。「当時国民総力運動の一環として大々的な規模で，全朝鮮にわ

たって行われた」日本語普及運動を，大野緑一郎文書等を駆使して「内鮮一体論との連関の中で，

特に徴兵制実施のための基盤調整であるという額IJ面」から検討した崖由利論文(1995年)がその

一つである{刊。日本語の「全解運動」と「常用運動J の13:分けを意識的に行ったことも援論文の

特徴である。

「阜県化」の諸政策が相当強引な形で推進され，日本語普及に慢しでも，徴兵制導入を契機に変

質し r常用」・「全解Jを目標として断行されたことは先行研究が明らかにしてきた通りだが，日

本語普及運動が実際に展開された場所は学校・錬成所・職場・地域等であった。この運動を可能

にしたものに国民精神総動員運動・国民総力運動による全朝鮮の組織化と，官民一体となった朝

鮮連盟の指導方針があった。森田芳夫(1987年)もこの点に関し「戦時下の国語運動は，国民総

力朝鮮連盟主唱の 1942年5月の国語普及運動と 44年8月の f徴兵制実施に伴う国語常用全解運

動』が根幹となっている」とするが{22}，先に触れたように，そこでは背農の政策課題との関係ま

では論及していない。近年，韓国で出た南昌均論文(碩士論文問、 1995年)は(叫，やはり， B本

語普及政策の性格を「朝鮮人を皇国臣民として養成する側部と侵略戦争の遂行に必要な人力資源

の確保という側酉」で見るが，さらに「日本語普及政策の決定版だという<爵民総力朝鮮連盟>

での日本語普及と常用運動」に着目し，日本語普及政策を学校内・外に分けて検討した。留民総

力朝鮮連盟への着自は注目に値するが，まだ「閑語普及運動要綱」の紹介とその解説にとどまっ

ており，前後の日本語普及政策との関係は不明である。

以上をふまえ，本論文では次のような構成とする。

第一章と第二重量で， 1940年10月の国民総力朝鮮連盟発足までの日本語普及・強制政策の展開を

概観する。日本語普及・強制政策，報鮮語使用制限については， 1937年， 1938年に大きな転機が

あり， 1942年5月の前提として避けることができない。そこで，第一章では，公立普通学校を中

心とする初等教育機関の日本語使用状況(第一節)，日中戦争前後の官公吏・学校職員に対する日

本語強制政策状況(第二節)を整理する。第二意では r全部国語ガ分カル」ことを念頭に置いた

日本語講官会の開始(第一部)，初等教育機関の朝鮮語髄意科白化に伴う朝鮮語寵止問題(第二節)

の整理を試みた後， 1940年前後の日本語習得状況を確認する(第三節)。

第三章では，国民総力朝鮮連盟改組以後の動きに焦点をあて，仁川府(京畿道)での事例を中

心に r京域日報』等の文書史料を用いて農開過程を検討し(第一節)，開始された「全朝鮮国語普

及運動」の状況について明らかにする(第二節)。また r国語常用J が再び強調されるに至る経

緯を明らかにしたい(第三節)。

第四章では，徴兵制導入前後の朝鮮で日本語強制政策に拍車がかかった経緯を明らかにしたい。
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を消す。『ソウル教育大学論文集』に金釜高論文が次に掲載されるのは r日帝下言語政策斗学
との にする をに

制斗司政策的関連構造叶関管研究-1911年代朝鮮教育令(旧教育令)会中心..2..5'..J (r同前~ 15 
ママ の

輯， 1982 年 7 月)である。しかし，鄭夜哲によれば，金圭~r日帝下言語教育政策会J史的考察」

(W掴語教育~ 18~20，韓国間語教育研究会， 1972年)があるが(鄭在哲「韓国教育制度史研究

の成果と課題J W韓~ No.109， 1988年2月)，入手できなかった。

(16) 日帝は，大韓帝閣時代の『大韓毎日申幸めを「韓関併合」を機会に御用紙化し毎日申報』と

改称した。号数のみ『大韓毎日申報』を引き継いだ。朝鮮総督府の言論統制のため， 1910年代

およびf東遊日報』等廃刊後の 1940年代は唯一の朝鮮語日刊新聞であった。 1938年(5月以降)

改題され f毎日新報』となる。

(17) 朱秀雄「韓国における百本語教育に関する研究同 日帝時代のB本語教育(l)-J (W京畿大学校

論文集』第四輯第l号， 1986年12月)が該当時期のものである。また，教育機関別の日本語

教育について，朱秀雄「韓国における日本語教育に関する研究(nO一日本時代の百本語教育(2)一」

(r京畿大学校論文集』第20輯， 1987年6月)および における日本語教育に関する研究(nO

日帝時代の日本語教育(3)-J (W京畿大学校論文集』第22輯， 1988年7月)がある。

(18) 宮田節子「皇民化政策と民族抵抗一瞬鮮における徴兵制度の展開を中心にしてーJ，鹿野政直・

白井正富編『近代日本の統合と抵抗』第4巻，日本評論社， 1982年。後に，表記を若干改訂し

て『報鮮民衆と「農民化」政策~ (未来社， 1985年)のrm徴兵制度の展開」として所収された。
(19) 前掲，宮間節子 (1982年)254頁， (1985年)では 114寅。なお，括弧内は，河野六郎「国語生

活運動に望むJ (r圏民総カ~ 1944年3月1日号， 13貰)からの蚤引。
の を

(20) 本文で紹介したものの外，李明花「朝鮮総督府立J言語同化政策一髪民化時期日本語常用運動会
中心に

うPfji三J(W韓国独立運動史研究』第9輯，独立記念館韓国独立運動史研究所， 1995年12月・

朝鮮語)があるが，内容顔・史料面では域存研究を超えたものとは評価しにくい。但し，日本

語普及が学校教育を超えて展開される条件として， 1936年10月に行われた朝鮮総督府事務分

掌規程の改前に務自していることは大変興味深い。この時点で r学務局内には社会教化教育業

務のみを担当する社会教育課が新設されたjことで r日本語普及政策も学校教育中心から社会

教化教育次元の社会教育へ拡大した」ことを指絡している(間前， 281頁)。この指摘は，李明花が
0) と

この論文以前に「朝鮮総督府学務局主]機構変遷斗機能J (W韓国独立運動史研究』第6輯，独立記

念館韓毘独立運動史研究所，1992年12月・朝鮮語)をまとめたところから得られた視点であろう。

(21) 経由利「営神 宮71 母宅l詩想持母 "'a Zoj-匂菩o].!i!.音会号会fpfjJ主主主Jcr巨帝末期妥民化政
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策の性格一日本語普及運動を中心に一J W韓国近現代史研究~ 1995年第2輯， 1995年2月(朝

鮮語)。なお，援由利は f臼帝末期 (1938 年~45 年)内鮮一体論と戦時動員体制~ (梨花女子大

博士論文， 1995年・朝鮮語)をまとめている。

(22) 前掲，森田芳夫 (1987年)， 125頁。

(23) 日本でいう修士論文。なお，大韓民閣では碩士論文，博士論文とも製本・配架され，大韓民毘

の国会盟主委舘，臨立中央闘欝舘，大学校付属鴎芸書館等で閲覧が可能である。
の にする

(24) 南高均『日帝豆!日本語普及政策斗1開場研究 臼帝末期 (1937~1945) (慶J戦大学

校額士論文， 1995年・朝鮮語)。

第一章 1937年までの白本語普及・強制政策

第一節 1930 :年頃までの各種教育機関における岡本語教育

〈日本語習得の基準〉

日本語習得者は，総督府の統計で「普通会話に差し支えなき者j，r檎解し得る者」とに区分さ

れた。明確な基準は不明であるが， 1943年 12月現在では r層語を檎々解し得る者(国民学校四

年修了程度を標準とす)j， r普通会話に楚支なき者(国民学校六年卒業程度を標準とす)jとあり(九

括弧内で当時の初等教育機関である国民学校での日本語教育年数を表示することによって日本語

習得程度の目安としていたことがわかる。「普通会話に悲し支えなき者J，r輸解し得る者」という

分類は 1910年代から見られるが円 1920年の朝鮮教育令部分改正までは朝鮮における初等教育

機関の修業年限は4年であったため，日本統治期全体を通して同じ基準を採用することはできな

い(九しかしながら，少なくとも日本統治時代末期の日本語能力に関しては初等教育機関でどのく

らいの期間日本語を使ったかが重要な基準であった。その初等教育機関の学校数および就学寮の

推移(第1表)と日本語習得惑の推移(第2表)を掲げておく。

〈公立初等教育機関の変遷〉

日本統治下朝鮮における朝鮮人子弟の通う初等教育機関は， (公立)普通学校(1906 年 9 丹 ~)(4)

→小学校(1938 年 4 月~)→国民学校(1941 年 4 丹 ~)(5) と名称が変化した。公立普通学校で六年

間教育を受けた場合，特に r国語」と呼ばれた日本語の時間数の多さ，教授用語が日本語であった

こと，学校内での朝鮮語使用制限により，日常会話に悲し支えない日本語を習得したとみなされた。

〈初等教育機関における日本語使用〉

既に先行研究から明らかではあるが，初等教育における日本語の規定を確認しておこう。最初

の朝鮮教育令 (1911年 11月施行)の時代から既に r国語j (日本語)は「国民精神ノ宿ル所」で

あるとして非常に重視され，しかも「何レノ科目ニ付テモ国語ノ使用ヲ正確ニシ，其ノ応用ヲ自

在ナラシメム」とあり，どの教科においても日本語を使うように規定された(6)。

日本語は教科全体の約四割を占め，朝鮮語の教授時数が朝鮮教育令の改正毎にその比率を減少

させ，相対的に日本語教育が強化された(第3表)。

f普通学校閤諾読本巻二J (1913年干U)は第一学年後半期の児童を対象としているが，統治初期

のこの緒雷には「薩観的ニ教授Jすることが重視され r便宜，国語ヲ以テ説明ヲ加へJることが，

そして「必要ノ場合ニ程リ，朝鮮語ニテ対訳又ハ解釈」できることが明記されたヘ各科を教授す

るには説明を要するが，その説明にも日本語を用いるのが通常で，朝鮮語も「必要ノ場合」に限

定されていた。教科では「朝鮮語及漢文j (1922年4月施行の第二次朝鮮教育令以降は「朝鮮語」

と変更)に限り，朝鮮語の教科書が残された。教授用語はこのように早い時期から事実上日本語
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第 1表公立普通学校数および向就学率

生ド 学校数

1906(乱1¥:39) 23校

1907 (M40) 50 

1908 (M41) 98 

1909 (M42) 124 普通学校就学率

1910 (M43) 126 1.0% 

1911 (M44) 234 1.5 

1912 (M45) 341 1.9 

1913(T 2) 366 2.1 

1914(T 3) 382 2.2 

1915(T 4) 410 2.4 

1916(T 5) 426 2.7 

1917(T 6) 435 2.9 

1918(T 7) 469 3.1 

1919(T 8) 535 3.1 

1920(T 9) 641 4.1 

1921 (T10) 755 6.0 

1922(T11) 900 8.9 

1923(T12) 1，040 11.2 

1924(T13) 1，152 12.5 

1925(T14) 1，187 14.0 

1926(T15) 1，264 15.1 

1927( S 2) 1，343 15.5 

1928( S 3) 1，428 15.9 

1929( S 4) 1，505 16.1 

1930( S 5) 1，644 15.9 

1931 (S 6) 1，779 16.3 

1932( S 7) 1，896 16.5 

1933(S 8) 2，020 簡易学校 17.8 

1934(S 9) 2，133 384 19.9 

1935(S 10) 2，274 579 21. 7 

1936( S 11) 2，417 746 24.0 

1937 (S 12) 2，503 927 26.6 

1938 (S 13) 2，599 1，145 30.6 

1939 (S 14) 2，727 1，327 35.2 

1940( S 15) 2，851 1.488 38.6 

1941 (S 16) 2，973 1，518 42.0 

1942 (S 17) 3，110 1，680 44.4 

1943( S 18) 3，717 1，563 49.0 

f学事統計』朝鮮総督府， 1910年度以前
r報鮮総督府統計年報~ 1911年度以降による。
就学率は，古川宣子「植民地期朝鮮における
初等教育ー就学状況の分析を中心に-J
『日本史研究~ 370号， 1993年6月を参照した。

第 2表 民本語習得率の推移

原出典は w施政二十五年史』朝鮮総督府等。

金敏沫 'B帝の対韓侵略と言語政策」
第2巻第5 1973年5月， 96~97 貰。

年 朝鮮人口(人) 努得者 習得率(%)

1910 13，128，780 

1911 13，832，000 

1912 14，576，000 

1913 15，169，932 92，261 0.61 

1914 15，620，720 

~欄は出典に記載なし

1918 16，697，017 

1919 16，783，510 302，907 1.81 

1920 16，916，078 367，265 2.20 

1921 17，059，358 54l.244 3.10 

1922 17，208，139 563，029 3.30 

1923 17，447，913 712，269 4.08 

1924 17，619，540 817，997 4.60 

1925 18，543，326 947，146 5.10 

1926 18，615，033 1，065，446 5.70 

1927 18，631，494 1，182，015 6.30 

1928 18，667，334 1，290，241 6.91 

1929 18，784，437 1，440，623 7.70 

1930 19，685，587 1，627，136 8.30 

1931 19，710，168 1，724，209 8.80 

1932 20，037，273 1，542，443 7.70 

1933 20，205，591 1，578，121 7.81 

1934 20，513，804 1，690，880 8.20 

1935 21，248，864 1，878，704 8.80 

1936 21，373，572 2，103，962 9.90 

1937 21，682，855 2，397，398 11.00 

1938 21，950，716 2，717，807 12.38 

1939 22，098，310 3，069，312 13.89 

1940 22，954，563 3，573，338 15.57 

1941 23，913，063 3，972，094 16.61 

1942 25，525，409 5，089，214 19.94 

1943 25，827，308 5，734，448 22.16 

1944 25，120，174 

1945 推定 *27.00 
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普通学校各学年別 r朝鮮語及漢文J対 rs本語Jの逓当授業時数表第 3表

1911~1922年*，

東
十比総持荷数日本語朝鮮語

及漢文

(A) 

医科

B/C(%) A/C(%) (C) B
 

生手学

38.46 

37.04 

23.08 
18.52 

26 

27 

10 

10 

6 

5 

1-2 

3-4 

37.74 20.75 106 計 22

1922~1938年*，

朝鮮語日本語

40 

率

l 

2 
3 

4男
4女
5-6:¥号

5-6女

43.48 

48.00 

44.44 

41.38 
40.00 

31.03 
30.0。

比

17.39 

16.00 

11.11 
10.34 

10.00 

10.34 
10.0。

総時間数

n
J
F
b
η
t
n
y
A
V
Q
d
A
U
 

ワ
ム
ヮ
“
つ
ん
の
ふ
今

ο
ワ
u
q
d

の
り
つ
ん

ηノハ
M

の
L

'
B
A

噌
B
ム

噌

B
A
'
Bゐ

必
後

4
4
・
η
J

内。

9 3 

の

*1鄭在哲『日平安9.]対韓国植民地教育政策史』
一志社， ソウノレ， 1985年〈表6-2> 311頁。
く補註〉

①国語教科の名称を「朝鮮語及漢文J といい，
多くの授業時数を「漢文Jに充当していた点、
を稼意しなければならない。
②高等普通学校と女子高等普通学校に付属した
付属普通学校は除外した。

男39.51
女38.79

1938~1941年h

朝鮮議 臼本言語

男12.35

女12.12
男162
女165

64 20 計

率

男

女

寸

を

sa
内〆“

q
t
υ
S
A『
a
d
A守合

Fhu

38.46 

44.44 
41.38 

37.50 
35.29 

26.47 

上じ

15.38 

11.11 
10.34 

6.25 

5.88 

5.88 

総時間数

に
υ
η
'
e
Q
u
q
L
s
a
p
-
5
4品

川

L
n
4
q
L

つJ
v
n
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つd

ハυ

つu
の，
J
u
n
L

I

l

-

-

daι
‘

q
4
υ
q〈
υ

n
ノ
M

*2鄭在哲， <表 6-20> 362 
く補註〉

5年制及び4年制の普通学校は除外する。

9 2 

男35.16

女34.78

男8.79

女8.70

努182

女184

64 16 一計

*3鄭夜営，く表6-39> 429頁。

*4鄭在哲， <表 6-58> 478貰。
*第1・2学生存の日本語授業時数は「国民科」の
「修身・圏諸」教科として構成され，第1学年に
11時間，第2学年に 12時間が配置されている
が，この表では第3，しし 6学年に付加さ
れた「修身」と「国語J (臼本語)教科の授業時
数の比率を参考にして祭者がその時数を配分し
たものである。

39.13 

40.00 

33.33 

25.00 
20.59 

率

n
u
n
υ

ハυ

ハυ
n
H
V

上七総野寺院数

内ぺ

υ
F
h
υ
n
'
'
n
J
“
aAヨ

q
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つれM
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吟
ペ
リ

1941~1945年九

朝鮮語臼本語

ハ可
υ
n
H
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n同
d
n
x
u
n
，a

1
1
4
 

A
H
V
A
H
V

ハH
U
A
H
υ
A
H
V

p
h
U
 

1
i

つb
q
υ
Aせ
伊

b

28.57 

だった(的。 1927年 2丹の段階で r東亜日報』に掲載され，後に総督府警務局が収録した記録には，

「普通学校での日本語」について次のように記されていた。

「現下普通学校では朝鮮語を除いた外には全部日本語のみを使用するのである Oのみならず

前にも論じた如く取締が極めて甚だしいのである。朝鮮人先生にも必ず臼本語で話させるこ

と，自本語に非ざれば質問し得ぬこと，誤って発した朝鮮龍一回に一銭の罰金を取ること。

その外些細なものは列挙するに達もないほど苛らく堅いのであるO}9)

初等教育機関の教授用語は， 1938年に小学校規程の第 16条 8号で「教授活語ノ¥国語ヲ用ウベ

と暁記されたがい円上述の通り，それは事実を追認したに過ぎない。

。175 50 。出
叶
削

シ」



日本統治下末期の戟鮮における臼本語普及・強制政策 113 

〈公立初等教育機関の拡大〉

総督府による公立普通学校の普及は， 1919年度からの三面一校計画(1川こ始まり， 1929年度から

の一面一校計画(12)へと移った。また，低い就学率にもかかわらず，一面一校程度の間口では入学

希望者さえ収容できないため，これとは別に 1934年からは簡易学校の設置を始めた。簡易学校は

こ年間で教育を終了し，上級学校進学の資格もなかった。総督府はこれを「完全教育」と宜倍し

た。その二年間に，日本語を集中的に習得させた。また，当時「疲弊」状態にあった農村への関

わりを農業教育・農業実習によって取り持とうとした。この簡易学校設立にあたっては，改良番

堂の利用・転用との関係が深い(1九

〈私立学校，書堂における日本語教育〉

民族教育機関における臼本語強制状況については概略次の通り。

京畿道の例では，既に「併合」直後，日本人教監等の学務関係者が，宮憲の武力で護衛されな

がら私立学校を調察・指導し，私立学校境問の遊守に関する監督・日本語教育導入等，私立学校

の教育内容に対して積極的な介入を行っていた(14)。また，総督府は 1915年3月に私立学校規則を

改正し r修身，国語，摩史，地埋，体操」の教員に対して「国語ニ通達シ抵当該学校ノ程度ニ応

スル学力ヲ有スル者」であることを求めた{問。そして， 1920年4月施行の私立学校規則第6条に

よって，日本語と修身を必修としたいへ

他方，総督府は，芸書堂に対して「急、劇ノ改廃」を避ける通牒を出してはいたものの， 1910年代

から京畿道・江原道等では日本語導入等の圧力をかけ続けていた(1九統治初期には書堂で学んだ

者を普通学校へ「勧誘」し(普通学校児童・生徒の 6"'7割は書堂出身者)(18)， 1918年からは書堂

規則により「届出Jを義務づけ， 1929年2丹には私立学校規則の支配を逃れて存在していた規模

の大きな書堂及び私設学術講官会を「学校類似事業」として取締の対象とし(1円 1929年6月の書

堂規則改正で，設置を「許可」制とし，日本語等を教える際には総督府編纂教科書の使用を義務

づけた(第1条ノ 2)(問。

以上のような弾圧・規制の中で，私立各種学校は， 19日年の 1，467校が1930年には 513校とな

り，さらに漸減していくことになる。蕎堂も，1911年の 16，540ケ所が，一時増加傾向を見せて 1920

年には 25，482ケ所に至ったが， 1930年には 1万余ケ所となってしまった(問。 1930年頃には，数

が減ったこれらの教育機関でも日本語教育が展開されるようになっていた。

{r臨語講習会」による宿本語普及〉

公立の初等教育機関やその他の民族教育機関に通わなかった人々のうち，主として脊・成年男

子，勤労者男子に対しては r国語講習所Jあるいは「国語講溜会」を設けて日本語を教え込んだ。

放課後の公立普通学校の利用による講習会の外， 1911年版『朝鮮総督府施政年報』には「明治四

十四年一月以降各道ニ瓦リ内地人教員ノ配置ナキ僻概地ヲ選定シ駐在憲兵又ハ警察官ヲシテ付近

ノ篤志者ニ菌語ノ教授ヲ為サシメタリ」とあり (2刊憲兵分遣所・巡査派出所等でも講習所が開設

された(問。 1919年の三・ー独立運動を契機に「以来国語講習会は頗る不振の状況」となり r一時

之か開館を見合せたるもの多し」と，独立運動後は劣勢になった(判。 1920年代は夜学を中心とし

た民族教育機関が擾勢となるが(叫，それでも 1923年の慶尚南北道に存在した私設学術講習会383

ケ所のうち r三割程度は，国語(日語)普及のためのものであって，当局の奨励要因が濃しりと

判断される程度には存在していた(2九

{1930年の日本語習得率〉

以上のような日本語の普及の結巣，朝鮮の人々がどれだけ日本語を習得していたのかを 1930年
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の史料で確認しよう。

1930年に朝鮮で初めての国勢調査が行われた。この中に l抗ミ ノ程度別人口」調査があり，

統計上，①「仮名及諺文ヲ読ミ亘書キ得ル者j，②「仮名ノミヲ読ミ ③「諺文ノ

ミヲ読ミ且書キ得ル者j，@，仮名及諺文トモ読ミ旦書キ得ザノレ者」の四項目それぞれの1)総数，

2 )男， 3)女の数値と，全朝鮮，各道，各府毎の朝鮮人・日本人別人口数がわかる。ここでは

「仮名」を日本語，諺文J を朝鮮語と置き換え，①~④のうち朝鮮人の①日本語と朝鮮語の両方

きできる者，すなわち ι日本語を読み書きできる朝鮮人'(27)の状況を知ることに重点を置

いて， (第4表)に朝鮮全土の年齢階層別読み書き人口を示した。朝鮮人人口 200万余(20，438，108

名)に対する「仮名及諺文を読み且書き得る者」は 6.79%，就学前の 6歳以下を対象外とすると

8.37% となる。 6~9 歳(第一~三学年児童を含む)では1O~24 歳に比し少々比率が低く，まだ

低学年段階での日本語能力は十分ではないと判断できる。また， 1930年時点で， 10歳以上の比率

は，特に男子生徒を見ると四分のーを超える。一方，女子就学が進んでいない等の理由で，女子

の日本語習得率の低さが際だつていた。次に， (第5表)の史料からは，各道によるばらつき，府

(市に該当)と郡の差がわかる。府在住の朝鮮人は既に総数の約四分のーが「仮名及諺文Jの読み

き，つまり，日本語と輯鮮語両方の読み書きができた。特に男子では，三分のーを超えていた。

このように男女主査が激しかった。

第二節 白中金菌戦争前後の民本語強制政策

一.地方議員，宮公吏，学校職員に対する日本語使用強制

〈道会における通訳廃止〉

日本語の強制・普及は，特に 1936年8丹，南次郎が朝鮮総督に就任してから，積極的に進めら

れた。

1937年2月16日，総督府内務局長大竹十邸側が地方議会で用いる下関語j，臼本語の奨励に関

する談話を発表した(制。その内容は，①「遵・府・邑会等では現に全然通訳を廃止してゐる向が

少くないj こと，②「地方公職者に於ても範を衆に示す為に蕗めて国語を勉強せられ，勘くとも

道・府・邑会に於ては成るべく最穏期間に全部通訳廃止の機運に向はしめられたい」ことを含ん

でいた{問。但し，国語を解せざる者は議員の立候補ができぬ」というような「資格を制限する様

なことは考へて居らない」との断わりもある(3~ これらの意味することは偲か。①の状況に至る

過程をこ，三道の事例から確認し，その判断材料としたい。

<事例ー;忠清南道>

通常道会は，各道ともほぼ2月， 3丹に行われていた。忠清南道の選会の場合， 1935年2月27

広道会第一日の予算審議時に，林昌沫議員の予算説明に対する通訳廃止の緊急動議」が出て

議なく可決j，この説明に関する通訳が廃止された(3九これに対し，時道会第四日の場合，沈載

美議員から議事進行として緊急動議として通訳廃止を提出，議長また休憩を宜し，一時間十五分

に宜り別室で懇談したが険悪な空気漉りニ時四十分漸く再会，沈議員の撤回で発つく J という状

況で，通訳廃止は行われなかった(33)。しかし，翌年の選会(1936年2月)では，日本語がわから

ない議員に「専属通訳を付す」ことで公的な「通訳廃jiJに至った(3九

<事例ニ;平安南道>

王子安南道会におげる「通訳」は， 1936年の道会三日目までの段階で既に為されていなかったが，

朝鮮人議員の「緊急動議」によって「公衆通訳」を「復活」させた珍しい例である。 r京城日報』



第4表年齢階層別読み書き人口 ①ー 1朝鮮全土朝鮮人 ①-2朝鮮全土 日本人

仮名及諺文を読み旦害警き得る者 諺文のみを読みE主主書き得る者 仮名及諺文を読み反響き得る者
年齢

総数(人) (%) 男 女 総 数 男 女
年 量告

総数 5号 女

総 数 1，387，276 6.79 1，195，461 11.50 191，815 1. 91 3，156，408 2，551，077 605，331 総 数 32，714 6.21 27，310 9.6 5，404 2.2 

(6-以上) 8.37 14.15 2.36 ( 6 以上) 7.42 11.25 2.73 

6-9 161，000 7.73 126，434 11.82 34，566 3.41 79，822 63，641 16，181 6-9 453 1.00 253 1.1 200 0.9 

10-14 382，319 17.22 315，907 27.38 66，412 6.22 224，720 159，002 65，718 10-14 1，523 3.63 1，043 4.9 480 2.3 
15-19 313.133 15.26 263，173 24.87 49，960 5.03 376，484 263，253 113，231 15-19 3，511 7.85 2，721 12.0 790 3.6 
20-24 209，619 12.25 186，963 21. 73 22，656 2.66 389，969 291，954 98，015 20-24 4，405 6.61 3，405 8.2 1，000 4.0 
25-39 255，435 6.46 239.765 11.88 15，670 0.81 1，021，835 842，525 179，310 25-39 15，475 11.31 13，376 18.2 2，099 3司3
40-59 60，458 1.84 58，404 3.45 2，054 0.13 812，731 711，293 101，438 40-59 6，966 7.63 6，209 11.4 757 2.0 
60以上 5，312 0.42 4，815 0.81 497 0.07 250，847 219，409 31，438 60以上 381 2.75 303 4.5 78 1.1 

「仮名及諺文を読み旦欝き得る者」橋の右数字は各年齢階層人口に対する否分率
F昭和五年朝鮮関勢調査報告』全鮮編第一巻結巣表，朝鮮総督府， 1934年 10月

第 5表 ②-1朝鮮全土(府郡，道関) 朝鮮人

*朝鮮人全人口:20，438，108名

(2)-2朝鮮全土 日本人

道
仮名及諺文を読み亘書き得る者 諺文のみを読みE主主書き得る者 仮名及諺文を読み良書き得る者

総 数 努 女 総 数 5時 女
i護

総 数 5号 女

さを 鮮 1，387，276 6.79 1，195，461 11.50 191，815 1. 91 3，156，408 2，551，077 605，331 全 鮮 32，714 6.21 27，310 9.6 5，404 2.2 

府 部 218，369 24.56 165，920 36.31 52，449 12.14 164，752 98，825 65，927 府 部 14，360 5.35 11，605 8.1 2，755 2.2 

iiIl 部 1，168，907 5.98 1，029，541 10.36 139，366 1. 45 2.991，656 2，452，252 539，404 郡 部 18，354 7.10 15，705 11.0 2，649 2.3 

京畿道 213，025 10.63 172，02416.77 41，001 4.19 373，937 262，859 111，078 京畿道 8，573 6.31 6，981 9.6 1，592 2.5 
忠清北道 44，883 5ρ4 39，781 8.68 5，102 1.18 125，020 96，492 28，528 忠清北道 676 8.42 592 14.4 84 2.2 

忠清南道 80，113 5.90 70，196 10.09 9，917 1.50 214，128 160，461 53，667 忠清南遂 1，366 5.89 1，147 9.5 219 2.0 

全羅北道 82，013 5.59 71，311 9.41 10，702 1.51 227，265 176，665 50，600 全羅北道 1，869 5.71 1，597 9.5 272 1. 7 
全緩南道 131，811 5.76 116，98910.19 14，822 1.30 323，095 270，859 52，236 全羅南道 2，516 6.14 2，027 9.4 489 2.5 

慶尚北道 117，494 4.95 101，914 8.51 15，580 1.32 280，444 199，565 80，879 慶尚北道 2，227 5.51 2，012 9.4 215 1.1 
慶尚南道 127，085 6.21 107，60910.47 19，476 1.91 219，392 175，784 43，608 慶尚南‘道 4，213 4.76 3，225 6.9 988 2.4 
黄海遂 91，795 6.12 79，428 10.52 12，367 1.66 280，743 243，108 37，635 黄海道 1，271 7.19 1，07611.7 195 2.3 
平安南遂 119，133 9.24 101，053 15.62 18，080 2.82 268，032 221，753 46，279 平安南道 2，277 6.72 1，937 10.3 340 2.3 
平安北道 108，968 7.17 96，659 12.56 12，309 1.64 298，068 257，424 40，644 平安北道 2，513 12.53 2，22019.7 293 3.3 
江原道 73，913 5.01 64，989 8.44 8，924 1.27 220，450 191，095 29，355 江原道 1，191 10.72 1，03016.7 161 3.3 
成鏡F語道 128，029 8.38 113，206 14.42 14，823 2.00 220，365 201，242 19，123 成鏡F再選 2，210 5.63 1，907 8.3 303 1. 9 
成鏡北道 69，014 9.83 60，302 16.69 8，712 2.56 105，469 93，770 11，699 成鏡北遂 1，812 5.14 1，559 7.0 253 2ρ 

fBt3和五年朝鮮国勢調査報告』全鮮編第一巻結果表，朝鮮総督府， 1934年 10月
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の報道は次の通り。

「李寛淳議員(安州、1)が緊急動議ありとて発言を求め公衆通訳復活を提案，雀(成}l1)宋(中

和)商議員賛成意見を述べ，成るべく公式通訳は廃したき当局の意向に反し対立気分濃厚と

なり多数議員の圧力を以て議長をして一気に採決せしめんとしたため議場は混乱に賂り議長

はやむなく十時四十五分休憩を宣告，空気の緩和に努めたが通訳を復活することが却て議事

進行をはかる所以なりと認めて間十時再会，通訳は公式に復活，愈よ質問戦に移った。}35)

<事例三;江原道>

江藤道会 (1936年2丹)での通訳鹿止の理由は，時間の節約であった。通訳廃止動議に対し絶

対反対を唱えた議員もいたが，少数派とみなされ，結局採決の上，動議が成立した。動議成立高

後，不満の意を表す朝鮮人議員もいて混乱したが，.通訳は参与員の答弁にのみこれを付し，議員

の質問の際は省略することJで落ちついた(3九

以上を見る眼り， 1935年の忠清南道では，冗長な予算説明を朝鮮語で又繰り返し聞くことを

嫌った議員が通訳を止めるように動議を提出したものであって，選会審議の全体にまで及ぶ諜に

は，まだ「通訳廃止」をできる状態ではなかった。しかし， 1936年には偲別の通訳をつけること

で，全体の通訳を廃止した。平安南道の場合，既に通訳廃止状態であったが，朝鮮人議員の「多

数」の力で「公衆通訳J を復活させた。反対に，江原道の場合は，反対議員が少数であったため

通訳を蕗止するに至るが，不満の主張が強かったため，一定の条件の場合のみ通訳がつけられた。

つまり，道会内の状況として通訳は廃止の傾向にあったが，一定の条件で通訳をつける場合，

時には廃止された「公衆通訳」が復活する場合もあった。この状況の約一年後， 1937年2月16日，

すなわち 1937年の通常道会直前に大竹内務局長による談話が発表された。この状況下で総督府が

官本語の奨励'という立場を表明したこの談話は，社会的には選会での通訳復活，条件付き通訳の

動きを抑える意味を持ったと考えて良いのではないだ、ろうか。

地方議会議員の日本語習得状況については，井坂圭一良の記述からわかるoそれによれば，.現

在朝鮮十三選の選会議員中，知事のイ壬命する所謂官選議員を除いて，選挙に依って選出せられる

所謂民選議員は朝鮮人245人であるが，其の中国語を以って意思発表の出来ぬ者 18人に過ぎず，

府会議員中には殆ど一人もなく邑会議員中には 418名中之れ亦儀かに 19名であるoJ という(37)o

f現在」が何時であるかは正確には不明だが， 1937年頃の状況であろう。通訳廃止動議を提出した

のが，忠清南道・江原道の場合，朝鮮人議員だったことを考躍すると，総督府による朝鮮人聞の

「分割統治}38)が進む中で，日本語を理解できない朝鮮人地方議員は，既に通訳必要の主張を搾し

通せる状況をつくれなくなっていたのではないか。

なお，制限選挙による地方議会の開設は 1931年に行われた(問。

<r通牒J 行政による日本語強制〉
1937年3月17Bの朝鮮総督府文書課長通牒は，官公吏が対象であった。「既に盟諸に習熟し，

職を宮公署に奉ずる者にして執務中尚未だ盟諸を使用せざる向ある」状況を「甚だ遺櫨j とし，

これら各宮公署の職員に対して，.執務中は努めて を使用するやう」に指示したものであっ

た(叫}。この時期だけに線ったことではないが，臼本語強制を「奨励」と呼び，法令には規定せず，

談話や通牒行政を還してその拡大を留ったことが特徴である。実際，官吏はその日本語能力によっ

て登用されているといって過言ではないが，当時まだ官庁内では朝鮮人官吏同士が会話する擦，

吉本語を知っていても朝鮮語を使う状況が多かった。日本語を知りながら使用していないという

問題を解決するための日本語使用徹底策であった。
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1937年5月20自の政務総監通牒は，学校教育における日本語の使用徹底に関するものであり，

また，使われている日本語の中身に関する開題を，教授・指導法の改善，教員の日本語力の開題

として認識させ，学校職員のさらなる日本語の改善を求めるためのものでもあった。主要内容を

挙げると，①「授業時間中」の百本語使用は「既に徹躍を見てゐるJと認識されているが，運動

時間中」には「職員棺互関に於てすら未だ其の徹底を見ざるものあるJ状態であること。②「話

方・線方指導法」に「研究改善」を加える必要があること。③「話方の練習を轍底」し，国語家

庭化の機縁」とすること oq;公立学校だけでなく，私立学校教員」の「採用認可Jにおいても

語通達の点を一層重視」し，既採用」者へも日本語に「通達」するよう「替励」すること。⑤「普

通学校教員の居語力増進」のため「講習会j 等を行うこと，であった{州。学校教育における日本

語使用を，まず学校職員の徹底，改善の努力に求めたものだったと考えられる。

一年後のものだが， 1939年7月31日には，特に多数の使用人を有する工場，高!苫の施設」を

対象として，職場でも日本語を講習するようにと学務局から通牒が出された。内容は，上記の職

場では，平素，連続的」に，あるいは「一定の時期J 'なるべく長期」に，国語講習の施設を講

ずるJ ことを促したものであった。「工場員，店員」に対し，王子素棺亙聞に於て，国語を使用J

するよう命じてもいた(叫。

いずれも，法令に残らない通牒による指示であるが，それ故にこそ実務上，実効性があったと

思われる。

{，内鮮一体と霞語奨励J(43)による総督府の弁明〉

ところで，前述した大竹内務局長談話の後， 3月1日付 F朝鮮呂報』で「官公吏及公職者の朝

鮮語使用禁止J と題する社説が出され，また6月15日付『朝鮮通信』でも「国諮問題に関して生

徒処分さる」という記事が掲載された。これらにより‘朝鮮語使用禁止'，‘学校当局の呂本語奨励

方針に積極的に逆行する生徒への蔽罰'が公にされた。これらを用いて松関正男が「新領土に於け

る国語問題の重大性J (W大毎エコノミスト~ 7月1日号)を書き，国語奨励は趣旨に於て賛成で

はあるが，あまりに非常識な方法を以て強制し過ぎて居るJと批判した。これに対し，朝鮮の施

政当局として障体明徴，国民意識昂揚の必要上，官公吏，公職者，学生生徒等に対し思議企壁盟

を奨励して居ることは事実」であるが，‘使用禁止'の「事実は全然存在しなしりと反論したのが総

督府の井坂圭一良の「内鮮一体と毘諾奨励J (W朝鮮』第268号， 1937年9月号)である。井坂は

「誤報と誤論Jを訂正するため，上述した内務局長談話(全文)，文書課長通牒，政務総監通牒(要

旨)を公表した。

文欝課長通牒にあるような「執務中尚未だ国語を使用せざる向あるは甚だ遺'憾」という表現に

は‘朝鮮語を禁止する'という表現はないが，実際上は日本語を使用しないときは無言か，朝鮮語を

使用しているわけであり，これが「遺憾」だとすれば朝鮮語使用を控える外はない。文面で禁止

をしていないとしても，自ら使用制限をしなければ通牒の意図は達成できない。このような結楽

を総督府は期待していたのではないだろうか。

ニ.朝鮮人への兵役導入と「皇民1tJ政策
〈陸軍特別志願兵衛j度，第三次朝鮮教脊令，創氏改名の導入・制定過程〉

(第6表)は，日中戦争勃発(1937年7月7日)の前後に計画された三大政策(陸軍特別志醸兵

制度，第三次朝鮮教育令，創氏改名)の成立経緯を富田鮪子論文(44)を参考にまとめたものである。

(*)は 1938 年 2 月の陸箪特別蕊願兵令に，中央の二重丸(~)は 1938 年 3 丹 4 日の第
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第 B表 主な農民化政策，日本語普友・強制j関係政策の流れ

(1936. 8. 神社制度改正勅令発布:一道一列格社設置方針;宮・国幣社等)
8. 5 南次郎，朝鮮総督就任(政務総数は，大野緑一郎)

1937. 2.16 道・府・品・面会等，地方議会における日本語奨励
大竹内務局長談話

3.17 官公箸職員の執務中の日本語使用に関する総督府文警課長通燦
+r司法改正謂査委員会」訪"令 (1937.4.17)

4.19 道知事会議で「五大政綱」発表
国体明徴，鮮満一知，教学振作，農工併進，庶政刷新

5.20 学校教育におげる日本語奨励に関する政務総監通牒
*陸軍省→朝鮮箪:徴兵問題提起(1937.6)

。「内鮮学校名称統一」発表(1937.7.1)
*戟鮮箪→陵主要省:試験的に志願兵制度可 (1937.7.2)

7. 3 大人事異動・坂原持三郎学務局長

{7. 7 慶溝橋事件) +第一回司法改正調査委員会 (1937.7.7)
*志願兵問題検討，骨格(1937.8)

。ゆ「臨民教育ニ対スノレ方策J学務局→朝鮮軍 (1937.8)
響詩」制定 (1937.10.1)

11. 愛国臼制定
。第一回臨時教育審議会開催・学務局案審議(1937.11.8)
。朝鮮教育令改正原案，各学校規穏を本国内閣へ送付 (12.1)
O枢密院審査委員会開催，原案還り全会一致可決(1938.1.17)

*1938. 2.22 陸軍特別志願兵令
@3. 4 第3次戦鮮教育令・小学校規程(朝鮮諮随意科白化=廃止の契機)

7. 7 国民精神総動員報鮮連盟発足
1939. 3.18 寿松，遼莱小学校，京城府学務課に朝鮮語科目廃止出願(東亜日報)
6. 国語対策協議会(文部省): r東張新秩序」と日本語

7.31 職場の日本語講習に関する学務局長通牒
+11.10 朝鮮民事令改正

(創氏改名に関するニつの法令。届出期間=1940.2.11~8.10 の六ヶ月)

1940.10.16 国民総力朝鮮連駿発足
1941. 1. 国語対策協議会(第ニ閤・文部省)→森田橋郎報告
3. 簡民学校規程公布

*宮間節子「皇民化政策の構造 Jr朝鮮史研究会論文集JNo.29， 1991年10月， 45頁を参考に作成した

三次報鮮教育令に至り，そして，黒塗りの四角(+)の可法改正関係の流れは 1939年11月の朝

鮮民事令改正，即ち創氏改名に関する二つの法令に至る。

志顧兵制度の導入と学校名称統一で形式上の差別をとりはずす「内鮮一体J を実施し，日本式

の氏を創って届けさせ(41法令上強制的に日本式「イエ」制度を導入してこれを押しつけ，家旗

を一つの「氏」で管理しようとした。これらの政策遂行に際し，総替府は巧妙に法令上の強制表

現を避け，それぞれの政策が背後の宮憲による武力・暴力的な威嚇，あるいは学校・愛国班等の

組織を利用しながら(州 r自発的」なものであるかの如く操作していた。ここでは，これらの構造

を解明していく動きがあることを指摘するに止めておく(判。

〈兵役を想定した 1937年8月の教育方針〉

この時期の教育方針について，重要な一史料にのみ言及しておく。既に，宮田節子氏が紹介し

たものだが，第三次朝鮮教育令の制定過程で学務局が朝鮮箪に対して示した「⑮国民教育ニ対ス
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第7表 児童謡嚢調査(小学校 1 学年修了時)比較調査 (1938 年 1~2 月)

岡山師範学校付属小学校

京城女子部範学校付属普通学校

最多

6，906 

1.485 
(21%) 

少

3，338 

587 
(19%) 

王子均数

5，230 

940 
(22%) 

出典 r関語普及及国語教育に関する資料J (朝鮮総督府編修官 森田梧郊「ふた
たび国語対策協議会に出席してJ W文教の朝鮮J 1941年5月， 41~42 真)
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lレ方策J (1937年8丹)がそれである{倒。 1937年 11月に璃鮮総督府でまとめた「朝鮮人志願兵制

度実施要項」の第七項目「教育ノ醐新ニ就テ」は r別冊『国民教育ニ対スlレ方策』ニ依lレ」と，

全面的に学務局方針に依拠していることを考えれば，この「方策」が教育令改正にとっても，朝

鮮人への兵役導入にとっても非常に重要な位置を占めていたといえる倒。この文書によれば{叫，

1937年8丹の状況では，①一面一校計画，つまり，村に必ず公立普通学校一校を設立する計画は

達成したこと。次に②当初 10年間で計画した学校数倍増計調を 5年に樫縮すること。これにより，

学務局が近い将来の兵役制度導入を考躍し，当初の計画を変えた事実が明確である。それから，

四年制普通学校卒業程度の日本語では兵役にはまだ、十分ではなかったため，③これらを六年制普

通学校へ格上げすること。これは 1942年に終わる計画だが，④1943年度以降の 10年で全学齢児

童を収容する。つまり，義務的に全員就学させる計画を想定した。その場合，⑤1952年で人口の

42%程度が百本語を習得すると予測した。さらに，⑥1959年で徴兵適齢者の日本語習得率が24

万， 78%程度になると予測した。つまり，総督府は， 1937年8月時点では徴兵までは考えていな

かったが，長期的には朝鮮人の兵力動員を想定した教育計画を立てたことは確実である。その後

状況が変わり，前倒しで拍車がかかるようになった。

(1938年初めにおける普通学校一年生の日本語詩集程度〉

以上のように，朝鮮人の兵役を想定した教育計画が進む中，普通学校の一年生を対象とした日

本語の語桑調査が行われていた。これは文部省主催の第二回「国語対策協議会J (1941年1月)で

朝鮮総督府学務局編修官が報告したものとして知られている問。これを(第7表)として示そう。

謂査対象は京城女子師範学校付属普通学校へ 1937年4月に入学した女子児童 17名で，彼女らに

対し，学年末の 1938 年 1 月 20 日~2 月日日の期間にどれだけ「聴解語J があるかを詞学年担任

の日本人司iI導中野日之吉が「発問法」で調査した結果である。これを関山師範学校付属小学校第

一学年の「入学当初の語桑調査」と比較した。すなわち，日本人児童の‘就学時'の語桑と，就学前

はほとんど白本語を使う環境にない普通学校児童が学校でほぼ一年間日本語を習った時点での比

較結果である。語桑力の差は醸然としており，京城女子師範付属の見蜜は，向山師範付属の児童

の二割程度の語棄しか持っていないという結果であった。約三ヶ月で教授用語は覚えるとはいう

ものの{問，小学一年生に対して日本語だけですべてを行うにはまだ十分でないことは明白であろ

う。したがって，総督府は学校生活でできるだけ多くの日本語を便わせ，これを覚えさせようと

したのであった。

第一章註

(1) r昭和十八年末現在に於ける朝鮮人間諾普及状況J.朝鮮総督府『昭和四年12月第八六回帝国
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議会説明資料~ (W朝鮮総督府帝国議会説明資料』第10巻，不二出版， 1994年， 35頁)。

(2) 朝鮮総督府警務総皇室部謬11令甲第4号「警察報告例」仁和の「半年報第七表」に「朝鮮人邦語解得

があり，この凡例には「本表ニノ¥普通会話ニ差支ナキ程度ニ邦語ヲ解スル者以上ヲ計上

スへシJ と記されている (W朝鮮総督府営幸良』号外， 1912年1月24日号， 35頁)。但し，この

基準は不明である。なお慶尚南道道勢婆覧Jをみると， 1911年発行の「朝鮮人日語解得者数J

(1910 年 12 月末日現在)では「解得」の程度の区別はなく (37~38 貰)， 1914年発行の 1913

版にある「現在朝鮮入国語解得者数表J (1913年12月末日現在)では「檎解シ得ノレ者J，r普通

会話ニ差支ナキ者」の底別がされている (66~67 頁)。遅くともこの墳から「解得」程度の思分

がされている。

(3) 朝鮮総督府学務局が 1921 年 1 月に発行した『国諮普及の状況~ (渡部学・阿部洋編『日本植民

地教育政策史料集成(朝鮮篤)~第 17 巻，龍渓審会， 1987年編集復刻版の号)には，普通学校

の「四年の課穏を修了したるものは日常の会話上支障なき程度の達するを普通とすJ(2 ~ 3頁)

とある。なお，第一次朝鮮教育令下の普通学校は8歳入学であった。

(4) r普通学校」の名称は，大韓帝国において日本の支配が色濃く出始める 1906年9月から用いら

れた。この名称は当時の学政参与官幣原坦によってつけられた。また， E当時は「小学校」も「国

民学校J も候補にあがっていたが r小」が「卑しい意味を手ぎしているj こと r民Jは「庶人J

であり「隠班」子弟の入学に良くない影響を与えるかもしれないという理由で採用されなかっ

た(佐藤由美「韓菌の近代教育制度の成立と臼本一日本入学務官僚による『普通学校令』の制

定をめぐって J W日本の教育史学』教育史学会紀要第39集，教育史学会， 1996年10月， 201 

頁)。

(5) 大韓災国では，長く「毘民学校」の名称が継続したが r日帝残津」のーっとして問題とされ，

1996年3月1日の三・一節(新学年度)から「初等学校J と変更された。

(6) 1911年10月20B，朝鮮総督府令第110号，普通学校規則第七条三項 (W朝鮮総督府官報』号

外， 1911年10月初日号)。

(7) 戟鮮総督府 r普通学校盟諸説本巻二』緒言，五， 1913生存1.Fi[1918年2月訂正再版] (森問芳

夫 f韓国における閤語・国史教育一瞬鮮王朝期・臼本統治期・解放後一』原書房， 1987年， 295 

貰より重引)。

(8) 但し， 1910年代前半には，第一学年の修身科に関して次のような記述があり， 1)校長(臼本

人)が受け持つべきこと，この際，註)校長が務鮮語で教授するよう心掛ける， b)巳むを得

ぬ場合通訳をつける， 2)あるいは朝鮮人制導が受け持つ，という}I箆番で「有効Jだとしてい

た。この教科指導時には日本語の使用よりも内容理解を目指していたことが推察される(朝鮮

総督府編修官 立柄教俊「普通学校修身警に就いてJ W朝鮮教育会雑誌~ 27号， 1914年4月，

9貰)。

(9) r朝鮮普遜教育の欠陥J (W東頚日報~ 1927年2月)中の「普通学校の用語」の項目(朝鮮総督府

警務局『朝鮮に於ける悶盟休校の考察J1929年3月〔金成植著・金学鉱訳『抗日韓国学生運動

史』高麗書林， 1974年， 271頁より議引J)。
(10) 1938年3.Fi 15日，朝鮮総督府令第24考朝鮮総督府官報』号外， 1938年3月15日号。

(11) 1919年度より 8年間に 400校を増設し，三面(村に棺当)に一校の割合まで公立普通学校を増

設する計画(大野謙一『朝鮮教育問題管見J朝鮮教育会， 1936年， 110頁)。

(12) 山梨半造総督期，臨時教育審議委員会の議を経て，1929年度より 1936年度に至る 8年間に毎年
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130校ずつ 1，074校を増設し，各面に必ず公立普通学校を設置するという政策。普及された普通

学校は四年制が中心であった(前掲，大野謙一， 170頁)。

(13) 初等教育普及率拡大計画から簡易学校までの流れに，議室主改善案を位置づけた論考に，李明繁

「日本統治期朝鮮総督府の初等教育政策に欝する一考察ー1930年前後の審堂政策を中心として

J r(筑波大学)教育学研究集録』第四号， 1994年10月がある。

(14) 拙稿「日本統治下朝鮮の日本語普及・強制政策一1910年代初期における私立学校・誉堂の利用・

弾圧一J r北海道大学教育学部紀要』第69号， 1995年12月， 171~180 貰。

(15) 向上， 178真。なお，この私立学校規則改正では，既設学校に対して猶予期間があった。この間

のミッションの対応については，李省展「笠教師と臼帝下朝鮮の教育J r報鮮民族運動史研究』

9，青丘文庫，不ニ出版， 1993年号月に詳しい。

(16) 私立学校規則第6条は次の通り。「普通教育ヲ為ス私立学校ハ其ノ程度ニ応シ普通学校規則，高

等普通学校規則，女子高等普通学校規則又ハ朝鮮公立小学校規則，朝鮮公立高等女学校規則，

朝鮮総督府中学校規則ノ定ムノレ各教科ノ要旨波教授上ノ注意ニ依リ教授スへシ

前項ノ学校ニ於テハ教科目中修身，国語ヲ欠クコトヲ得スJ(1920年3月18，朝鮮総督府令第

21号朝鮮総督府官報』第2263号， 1920年3月1日号)。

(17) 拙稿「日本統治下朝鮮の日本語普及・強制政策-1910年代初期における私立学校・警蛍の利用・

弾圧一J r北海道大学教育学部紀要』第69号， 1995年12月， 184~189 

(18) 古川宣子「朝鮮における普通学校の定着過程一1910年代を中心に J r日本の教育史学』第38

教育史学会紀要， 1995年10月。

(19) 1929年2月，各道知事宛学務局長通牒「私立学校規則改正ニ関スノレ件」には次のように記され

ている。「今般府令第十三号ヲ以テ私立学校規則改正セラレタルカ右ハ一般臨民ノ向学心ノ増進

ニ伴ヒ或ノ、何等ノ手続ヲ履マス或ハ名ヲ学術講習ニ籍リ学校事業ヲ為スモノ漸ク多ク主主ノ影響

スノレ所大ナルモノアノレニ鑑ミ此等ノ施設ブシテ法規ニ拠ラシメ以テ積極的ニ指導監督ヲ為サン

トスル趣旨ニ付tr.記事項御諒知ノ上実地上遺憾ナキヲ期セラレタシ尚本令ノ施行ニ付テハ当事

者ニ対シ十分改正規定ノ主旨ヲ徹底セシメ漸次本令ヲ適用スルヤウ致シタシ

記

永続旦ツ公ノ目的ヲ以テ一定ノ場所ヲ設ケ旦ツ一定ノ学科諜程ヲ定メテ学科ヲ教授スルモノハ

名称ノ如何ヲ問ハス改正規定ノ学校ニ類スル事業ト認メ然ルヘシJ (朝鮮総督府学務局学務課

F朝鮮学事例規J1938年， 772頁)。

(20) 誉主主規則改正第1条ノ 2は，次の通り。「護主主ニ於テ国語，朝鮮諮，算術等ヲ教授スfレ場合ニ於

テハ其ノ教授用閣議ハ朝鮮総督府編纂教科書ヲ使用スベシJ(1929年6月17臼，朝鮮総督府令

第55号朝鮮総督府官報』第736号， 1929年6月17日号。元号の改正により号数も改まる)。

(21) 前掲，古川笠子「植民地期朝鮮における初等教育J39頁。

(22) 朝鮮総督府『較鮮総督府施政年報J1911年(明治44)年版， 1913年3月， 397真。

(23) 拙稿「第一次朝鮮教育令下における百本語普及・強制政策ー『国語講習会.!Ir国語講習所』によ

る日本語普及政策とその笑態一J r北海道大学教育学部紀要』第66号， 1995年2汚。なお，こ

の49頁では， 1912年度の江原道における「闇語講習所Jを20ケ所，講習員数を336名である

ことを，明らかにしたが， 1913年12月『江原道状況梗概』によれば r警務機関職員」が「地

方人民の依嘱により国語の教授を為すものJとして38ケ所，学徒701名の詳細が記されていた

(春111憲兵隊本部編纂 r江原道状況梗概J1913年12月， 295~297 頁。東京経済大学園書館桜井
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義之文庫所蔵)。

(24) 前掲『国語普及の状況~ 4~ 5 

(25) 1920年代の夜学の状況と総督府の政策は，石川武敏'1920年代朝鮮における民族教育の一断面

夜学運動について-JW北大史学』第21号， 1981年8月に詳しい。

(26) 渡部学付私設学術講習会』の「露頭」一臼政時代私学初等教育のー領域 J 韓』第3巻第 10

1974年10M，77頁。

(27) 日本語のみを読み書きできる朝鮮人(@)も少数ではあるが存在していたが，表では省略をし

た。該当者は全朝鮮で6，297名。内訳は，男 5，070名，女 1，227名。地域的には，日本に近い

慶尚南道が 1，714名，慶尚北道がこれに次ぐ 957名となっていた(朝鮮総督府 f昭和五年朝鮮

盟勢調査報告』全鮮編第一巻結果表， 1934年， 72~73 貰)。

(28) 大竹十郎は，警視庁警務部長から慶尚北道内務部長として朝鮮へ渡り，総督府保安課長，王子安

北道知事を経て， 1936年6月，内務局長となった。その後，朝鮮奨学会理事長として天下りし

た。官僚生活26年中，朝鮮在住は 7年であった(須麻守人「戟鮮官僚論J W朝鮮行政』第220号，

1941年2月， 26頁)。

(29) 内務局地方課「昭和十一年度 道行政ニ関スル綴J (W朝鮮総督府文書・地方行政』大韓民国総

務慮政府記録保存所所蔵マイクロフィルム)に綴られた「国語ノ使用奨励ニ付テ新開発表案」

に「地方議会に於ける閤語の使用奨励に付てJ として残っている。「伺」として「国語ノ使用奨

励ニ付テハ裳ニ局長会議ニ於テ指示アリタル処右ニ関シ坊間往々誤解セル向アルヤノ関へアル

ニ付加紙ノ透談話ノ形式ヲ以テ本府ノ趣旨ノ存スル所ヲ発表相成リ可然乎J とある。

(30) 井坂圭一良「内鮮一体と国語奨励J W朝鮮』第268号， 1937年9月， 23~24 

(31) 河上， 24真。

(32) ，王道会の論議較べ;先づ通訳の廃止・その他緊急動議の出し比べ・第一日の忠南道会【大出]J

『京城臼報~ 1935年3月1日付5面。関連記事は以下の通り。

「忠荷選会廿七日の続き午後一時廿五分再開……九年度追加更正予算と九年度起債のこ案件を

上程し林畠派議員の動議で談会を省略し原案を可決し十年度予算を上穏し手内務部長の一時間

にわたる説明があり林昌沫議員の予算説明に対する通訳廃止の緊急動議出で異議なく可決し，

(公州)は予算説明が長すぎると部縁をつけ赤井議員(瑞山)の

今日はこれで散会し議案研究のため一日休会して三月一日再開することにしたい

との緊急動議成立し一日午前十時予算案の第一読会を続行することにして午後三時十分散会

….J (下線部は合字)

(33) ，五道会の韓舌くらべ;通訳廃止で採む・結局提議撤回で無事に納る・忠南の送会第四臼{大

出]J W京城日報~ 1935年3M4日付4面。

(34) ，七選会の緊張論締;やっと通訳廃止・教育施設に質問を集注・四日目の忠商道会{大田]J

城臼報.!1936年3月3臼付4商α 報道の内容は以下の通り。

「忠商道会(第四日)は廿九日午前十時二十分間会…正午休憩，午後一時七分再掲，林昌沫議員

(燕岐)は，道民の公債負担能力，増税の理由，繰越金の多い原間，殖産契の設置，小作争議の

状況，森林主事の職権濫用，二部制の実施，大田中学校と同女学校の学級増加，心街開発等に

及び質問し更に通訳廃止の動議を提出，この持議長は事実重大とみて休憩、を宣し十五分間懇談

して通訳を廃止し内地語に通ぜざる に専属通訳を付すことに意見一致して再開......J

(35) ，道府会の大論陣;堂々の論陣張り・土木費を総攻撃・ひた押しに通訳復活実現・王子南道会の質
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開戦J ~京城臼報J 1936年2月初日付3面。

(36) r通訳廃止の動議で論戦の火花散る・思ひがけぬ波澱に議長も持て余す・三日目の江原道会{春

JII]J ~京城日報J 1936年2月28日付4面，報道内容は次の通り。

「休会明け江原道会第三日は二十六日午前十時ニ十分構会， (松村，緩養浩二議長欠席)

入るに先立ち初日の襟緊急動議による京春鉄道実現陳情電文……右を・…・・宛打電した旨を報

告，十一年度予算案の第一読会に入る

....宋奈;喚議員(伊JII)予算案を綿密に検討するに遺憾の点が砂くない

とて教育問題，河JII使用料金産資金の貸付，啓蒙運動の強謂，新税等につき長々とまくし立て，

これに対して神谷番外の答弁あり，この時複準集議員議事進行について緊急動議を提出

膨大な予算を短時日で審議することは密難であるから通訳を廃して時簡を節約しては如何

と諮るや李泰潤議員これに絶対反対を喝へ，議長が採決の結果廃止賛成者多く，動議成立せん

とした時金網参議員は机上に芸書類を叩きつけて反対気勢を示す

....小宮山議員(鉄原)このところは議長の裁議に一任したい

....申台鉱議員(春}l1)必要な人だけに通訳をつけてその他は廃止してもよいと窓ふ

....議長参与員の説明の簡単なものは，通訳を廃止したい，議長が特に必要と認め又議員中か

ら特に要求のあった場合に限り透訳をつけることにしたい

....李泰潟議員(平壌)通訳を数て廃止せんとするなら先づ選挙規則から改正してか〉り由語を

解しないものは道会議員の資格なしといふことにすべきである

かくて通訳開題で意外な波j闘をみせたが結局動議立消えの形となり五分間休惑の後再会(中絡)
ママ

午後一時四十五分再会先づ洪参与宮から

問題となった通訳は参与員の答弁にのみこれを付し，議員の質問の擦は省略することに諒解が

出来たと報告議事に入る(以下明朝刊)J

(37) 向上， 24頁。

(38) 萎東鎮『日本の朝鮮支配政策史研究-1920年代を中心に』東京大学出版会， 1979年。

(39) 地方制度の改正については，孫禎綾『韓関地方制度・自治史研究伯 甲午更張~臼帝強占期一』

一志社，ソウル， 1992年に詳しい。

(40) 井坂主主一良「内鮮一体と鴎諮奨励J r朝鮮』第268号， 1937年9月， 25夏。

(41) 向上， 25~26 頁。

(42) 1939年7月31日，学務局長通牒「職場の留語講習J (前掲，森田芳夫(1987年)， 327頁より重

引)。

(43) 井坂圭一良「内鮮一体と国語奨励J ~朝鮮』第 268 号， 1937年9月。以下，この項はこの井坂の

記述による。

(44) 宮田節子「皇民化政策の構造J ~朝鮮史研究会論文集J No.29，朝鮮史研究会，緑蔭書房， 1991 

10月， 45 

(45) r 8 FI 10日の締切当日までに 3，228，931戸，全戸数の約8苦手U2腰弱」が『氏変更願』の提出を

したのちも「申請」は続き，翌1941年「六月末までに三三万四千八百七十二戸が創氏の蓄を受け

六月来現在創氏総戸数は三百tt六万三千八百三戸，全戸数の約九割弱」に至っていたという記

事がある。さらに同記事には「このうちには朝鮮古来の回，林，柳， i'毎，授など十数氏が戸籍

簿に振仮名を付せないところから従来のま〉で内地人式にこれを訓読してゐる者も相当数ある

ので創氏実数は殆ど全半島人に及んでゐるといふことが出来る」と評価していた (r全戸数の九
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割・創氏締切j椅一周年の結果J W京城日報~ 1941年8月10臼付夕刊2商)。また，龍山(京城府

内)出張所の統計によれば，以下のような「届出」状況であった。

「管内現在総戸数は七、七七O戸であるが創氏戸数が七、五四一件にて全体のO、九六二の歩合

を示してゐる

そこで最も興味のある氏の名称創設は次のやうになってゐる

姓を敬り入れたるものが二部，本質を取り入れたるものが一割，相先の称呼を取り入れたるも

の五分，姓その侭の氏を設定したものが五分，本質以外の縁故ああ地名に関係したものが三分，

内地人の氏に倣ったものが三割五分，崇拝せる人物の称呼に関係したものが二分，其{也が二苦手j

となってゐるカま

内地人の氏に倣った者が全体の三割五分会示すなど興味深く，氏設定の方法としては

円柱の決議に依ったものが一割，近親問の協議によって決定したものが五分，府予壬，面長，学

校教師その他有力者に決定してもらったものが一割五分，自己独自の考案でやったものが三割U，

姓名判断に依ったものが一割近分，其の他の残りがニ割五分になってゐるJ (r氏設定満一年・

内地風が三割五分・統計から覗く創氏考現学J W京城日報~ 1941年8月12日付4間)

(46) 1941年3月四日付の「枢密院会議霊祭記」で r朝鮮教育令中改正ノ件Jr台湾教育令中改正ノ件」

審議の擦，石塚顧問密から「朝鮮台湾ニ於テハ或ハ児童入学ニ際シ内地流ノ氏名ニ改称セザレ

パ入学ヲ許可セズトシ実際上之ヲ強制スルト時様ノ趣ナノレヤニ開ク」との発言が記録されてい

る (W枢密院会議筆記~ 1941年3Fl 19日，朝鮮教育令中改正ノ件・台湾教育令中改正ノ件，国

立公文書館2A-15-10(枢)D 863)。一般にこの様な「流書Jが広まるに足る事態が進行して

いたものと考えられる。

(47) 志願兵制度導入および「農民化」政策全般に関しては，宮田節子 f朝鮮民衆と「皇民化」政策』

未来社， 1985年および、前掲した宮田節子「農民化政策の構造」。志願兵制と教育令改正に関して

は，上述「皇民化政策の構造」の 46~52 頁。創氏改名に関しては，富田節子 n愈j氏改名』に

ついて」はx1守『際交評論~ No.486， 487， 1990年 11，12月，富田節子・金英遼・梁泰美 f創氏

改名』明石室妻鹿， 1992年，また金英逮『創氏改名の研究』未来社， 1997年等の研究がある。

(48) 宮田節子『戦鮮民衆と「皇民イ七」政策』所収の「志願兵制度の展開とその意義」の設(40)で， 1937 

6月に調整された朝鮮箪司令部の「朝鮮人志願兵制度ニ関スル意見」の内容に「朝鮮におけ

る教育の改正を迫」る記述があり 8月の「国民教育ニ対スル方策」に具体的な教育の改正が

示されていることからJ基本的には朝鮮軍の意を体していると考えて関違いないのではないだ
ろうか」と推測している(富田節子 (1985年)， 83~85 頁)。

(49) 朝鮮総督府「朝鮮人志願兵制度笑施要項J1937年 11月 (r朝鮮人志駿兵制度ニ関スル件J別冊

機秘印付); Microfilm Reproductions of se!ected Archives of the ]apanes巴 Army，

Navy and other Gov巴rnmentAgencies， 1868~1945， No. 678 (勺日際海第文書~ ，国立国会図

言書館憲政資料室所蔵)。

(50) (朝鮮総督府)学務局 f盟民教育ニ対スル方策~ 1937年8月，秘印付(wl日陸海箪文芸書~ No. 678 

所収入

(51) 朝鮮総督府編修官森田様郎「ふたたび爵諮対策協議会に出席してJW文教の朝鮮』第189号， 1941

年5月， 41~42 頁。森田が掲載した資料は，国語対策協議会では朝鮮総督府学務局編務課長島

田牛稚が報告したようである。「議事抄録」が雑誌 r日本語』に残っている(朝鮮総督府学務局

編輯課長島問牛稚「関語の学校教育と社会教育J (r日本語普及の使命と課題一第二間関語対策
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協議会議事抄録 r日本語』第1巻第2号， 1941年5月)。

(52) 朝鮮総督府学務局 f国語普及の状況~ 1921年1月 2

第ニ章 「簡易国語講習会」による自本語普及と学校教育における朝鮮語

第一節 a本語「会解」を想定した r簡易闇語講習会Jの開催
〈国庫補助による「問題講習会」の開催〉

125 

朝鮮総督府は， 1938年度から朝鮮人子弟の通う公立小学校 (r元公立普通学校タリシモノJ)と

簡易学校を中心として「毎年約 10万人ニ対シ盟諸教本ノ無懐配付ヲ行ヒ講習会ヲ開催」し，この

ための経費を「毎年一笛所六O円延一， 000笛所分六万円ノ外ニ教本代一万円計七万円ノ国庫
捕助」を準備し実施した(九慶尚北道の例では， 1938年度歳入臨時部で r国庫補助金Jの第七項

「農山漁村振興施設費補助金」のうち，種目の第八として「国語講習会費補助Jが6，060円予算化

され，支出では第一七款「補助費j の第七項「農山漁村振興施設費補助」中に， 2，025円上積みさ

れた「韻語講習会補助J8，085円が計上されており円 1939年度も同様に同額が計上されていたへ

握由利論文によれば， 1939年に国民精神総動員忠清南道連盟から出された『国民精神総動員連

盟要覧』には r国語の全面的普及に関する件」が掲載されており，これにより，どのような事情

で「国語講習会」を始めようとしたのかがわかる。この計画は rlf'将来の人口増加率を勘案する

とき，公立小学校増設計画のみでは到窟その急速な普及を期することが難しいことを考えれば，

あらゆる機会，機関を利用してその徹E去を留る必要』がある」ため r小学校又は鮪易学校を中心

とした簡易醤語講習会を開催」するに室ったこと。この「簡易国語講習会」は r1938年3月末日

現在11歳以上30歳以下の人々のうち，日本語を理解できない者すべて」を対象とし r可能な限

りまず各戸毎一名宛J，r修得能力が完成した者，すなわち若い者から漸次普及」する方法で， r1938 

年より向後初年」実施する計額になっていた(4)。このことは 1938年9月に行われていた朝鮮総督

府時局対策調査会で，当時の学務局長塩原時三郎がこの施策に言及していることからわかる。「内

鮮一体ノ強化徹唐ニ関スル件Jを審議する調査会の第一分科会会議で場原は次のように発言した。

「最近学校以外ノ所ニ於テ，急速ニ国語ノ普及ヲ図1レタメニ，簡易国語講習会トイフモノヲ，

特ニ予算ヲ取ッテ，学校中心ニヤッテヰルコトノ¥，榔承知ノ通リデアリマス。コレハ一年ニ

十万人ヅ、先ヅ三ヶ年計画三十万人デ，大体予定ノ通リニ行クツモリデアリマス。デ，学校

ノ方カラ出テ参リマス者ガ，昭和十七年ノ終リ額二ハ三十万人，コノ方カラ三三十万人，計六

十万人新シク国語ヲ覚エテ来ル。デ，コレハ朝鮮ノ人口ニ六十万人ヅ、喰ヒ込ンデ来ルト同

時ニ，古イ者ノ¥夕、ンダン社会カラ整理サレテ死ンデシマブ。コノ国語ヲ知ラナイ者ガダンダ

ン死ンデ来ルトイフコトモアリマシテ，大体ノ予瀦デアリマスガ，昭和三十年頃ニナルト，

七割位ノ者ガ悉ク毘諮ガ出来ルヤウニナ1レ。七割位ニナッテ来lレト，コレハ速度ヲ出スモノ

デ，着々数ヲ増スモノトシテ見テ，昭和三十五年位ニナリマスレパ，全部盟諸ガ分yレトイフ

予測ガコ、ニツイテヰルノデアリマス。}5)(下線部分は繰返記号)

将来的に「全部国語ガ分ルトイフ予視しをしていたところに，この「簡易圏語講習会」が従来

とは全く違った日本語普及計画であったことを物語っている。

この「簡易国語講習会Jは「罰語普及講習会」と名を変えるが， 1941年時点でも継続されてい

た。文部省主催第2部「国語対策協議会」で朝鮮総督府が報告した資料からそれがわかる。以下

に，その報告資料中に存在する「国語普及講習会概要」を紹介しようへ
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母語普及講習会概要

主 催各道

開催の場所全鮮の小学校及び簡易学校

講 師小学校教員

経 費年額総経費七万円，ー講習会当経費六O円国庫檎助

時期と期間農閑期，六O日以上

使用教科書国語教本(本府編纂)

計 画昭和十六年度より実施，国語未解得者絶無となるまで

(推定昭和二十五年度)継続予定

実績

年度 講習会数受講者数 簡単ナル会話可能者片仮名解得者平仮名解得者

昭和13年 3，660 210，373 92，564 (44?b) 153，572(73?b) 58，875(47?b) 

昭和14年 (整理中) 284，000 (闇語教本配布数)

昭和15年 292，000 (国語教本配布数)

「計画」では， 1941年度から概ね 10年間の予定となっているが，開催場所・経費・使用教科書

については向ーのものであり I実績」として， 1938年以降の数値が掲げられているため， 1938年

に始まった講習会と悶じ流れを汲むものと判断した。

第二館 学校教育における事実上の朝鮮語廃止

公立普通学校は， 1938年3丹の第三次朝鮮教育令により，向年4月から小学校と改称された。

「学校名称統一」は，単に名称の差別を取り除いたのではなく，在朝鮮日本人学校(小学校)に用

いていた小学校規程を普通学校に適用した結果生じたものとの解釈ができる(九在朝鮮日本人の

小学校では I朝鮮語Jは教えても教えなくても良いという髄意科目であったため円これがその

まま朝鮮人の学校にも適用され朝鮮語の取扱に重大な変化をもたらした。そして，これが契機と

なり，輯鮮語の事実上の蕗止という事態に韮る。

中・高等教育機関での「朝鮮語科の廃止」は I再昨年(1936年・引用者註)九月より中等学校

で朝鮮語漢文科目を一斉に廃止」したほか{9}，朴差是義論文により 1938年4月からの‘私立'中・高等

学校でも同様に「廃止」されたことがわかる(10)。その根拠は， 1938年 3丹30日に関かれた「改正

教育令による学校規程運営に関する京畿道内私立男女中高等学校長会議」での道当局，即ち総督

府学務局からの指示であった(1九

朝鮮語の廃止の経緯については，次の通り。

1937年 11月8日に最初の臨時教育審議会が開催され学務局案が審議された。 11月 11日付F朝

鮮日報』の記事には，①既に数ヶ月前，中等学校の朝鮮式漢文が無くなっていること，また，②

この時点で朝鮮語に関する教育審議会の討議は，朝鮮語を随意科へ譲る方向でなされていること

がわかる。学校名称の統ーは，これ以前の4月に発表されていたが，璃鮮語の扱いについてはほ

ぼこの 11月の時点で決まったり2)。

では，実際にいつから廃止されたのか。一般的には，科目表による 1938年の改正，つまり 4月

からの施行によって朝鮮語が随意科目になったので，朝鮮語は教えても教えなくても良くなり，

これをもって事実上の廃止となったとの説明が図式的でわかりやすい。しかし，実際の「廃止J
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には幅があり，京城府では規程施行後約一年経って，その動きが現れた。

まず，朝鮮語の規定を見ていこう。小学校規程第13条は，次の通り。

「第十三条 尋常小学校ノ教科目ハ修身，国語，算術，国史，地理，理科，職業，図画，手

工，唱歌，体操トシ女児ノ為ニハ家事及裁縫ヲ加フ

前理ノ教科目ノ外報鮮語ヲ加フルコトヲ得

朝鮮語ノ¥之ヲ随意科目ト為スコトヲ得」

このほか，第1号表(毎週教授時数表)では「朝鮮語j がそのまま残され，第一学年より11蹟に，

4， 3， 3， 2， 2， 2校時が掲載された(13)。

見たとおり r朝鮮語」は「加フルコトヲ得」る加設科白でもあり r随意科目」とすることも

できたO 法令的な「禁止」状況は確かにない。加設科目・随意科目が「廃止」に眠りなく同義に

なるためには，もう少し「随意科吾」が実質的な「廃止」を意味するようになるその過程が説明

されねばならない。この過程に関する鄭在哲の解釈は以下の通り。

「韓国語の教育は小学校・中学校・高等女学校そして各種の実業学校から韓国語教科を『朝

鮮語』教科と呼称し，それを正規の教科目から除外して髄意科目に指定し教えようとした。

随意科白とは学校当局の意思によって，教えることもでき教えないこともできる教科目を意

味していた。そして，、学校長が各教科告の教授細目を定めることができるかという規定によっ

て，学校長が『朝鮮語』教科の教授与杏を決定するようにしたものであったため，当時大部

分が呂本人校長であった各級学校では『朝鮮語』教科の教授を蕗止させたに違いなかった。

但し，一時に韓国語教科を廃止させる場合の韓国国民の反発を予想して名目上『朝鮮語』教

科を一旦髄意科目に格下げさせ，将来は廃止させようとした歎麟的な術策を使ったものと解

釈されるoj(14}

学校長の教授細目決定権は，小学校規程第37条に規定されたものである。但し，鄭在哲の説明

を裏付ける史料は提示されていなかった。この過程を補う史料は，金蚕昌論文で引用され，森田

芳夫が紹介した次の『東亜日報』記事である。

森田芳夫は w東亜日報』記事を用いた金蚕昌論文から， r1938年4月から中・女学校で朝鮮語

教育を廃止したこと，小学校で、は39年度に入って四学年以上の朝鮮語教育を廃止する学校が続出

し，形式的に三学年までは教えていたこと，ソウル市内の寿松，蓬莱の二小学校が， 39年4月の

新学期から上級学年の朝鮮語廃止を京城府学務課に申請したことを具体的に報道して小学校での

朝鮮語教育は漸次あとを絶って行ったJ ことがわかると記している{問。

これを『東亜自報』で確認すると， 1939年3月19日付夕刊では，まず「随意科目」化後の状況

について，

「昨年より実施された学制改革で，初等校の校名統一は勿論，小学校の朝鮮語科目が髄意科

目として規定されたが，全く朝鮮人児童に朝鮮語を教授するなということではないことは学

務当局者のその後数次の言明によって糾明されているが，未だに一部ではこれを間違って解

釈，時折，朝鮮語教授を麗止し，世間の非難を受けていることは屡々報道した通り }16)

と伝え r蕗止」をすれば「非難」が起こるという世棺であったことがわかる。そこで r第2部

経済所属の小学校(朝鮮人小学校・訳者註)では全部が朝鮮語を教授してきた」のだった(1η。

3月18日，京城府の寿松，蓬莱間小学校が，新年度より「朝鮮語科屈を変更，一年より三年ま

では従前と陪じく教授することとし，四年より六年卒業クラスまではこれを全部廃止し， 53Uな学

科を適当に教授することを決定」し r両校校長は京城府学務課にその蕗止許可願を提出した」と
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報じられた(1九

新年度である 1939年4月になって，このニ校に倣う動きが出てきた。

「今年新学期に入っては，小学校でも報鮮語科目を寵止する学校が続出しているが，一学年

より三年までのみ教授し，四年級以上には廃止していくという傾向があり，各学校が朝鮮語

制限について京城府に申請しているところである(19)J 

というもので，全体的に第間学年以上での朝鮮語擁立手続が行われだした。

この状況について 11東亜日報』が報じた京城府学務課長談と学務局長談は次の通り。

「校長自由に一任・京城府間野学務諜長談

京城府学務課長は，市内小学校朝鮮語科目について次のように語る。

朝鮮語科臣は，現在は従前と同じしたいがい教えている。

しかし，市内各小学校校長より，朝鮮語を随意科目と指定してほしいという許可願が出さ

れているので，今後の朝鮮語教授は唯その学校の校長の権限にあるのみだ。

そして，朝鮮語の代わりにどの科目を教授するのかはそのときが来て決定する。

朝鮮語教授を一時に廃止できはしないであろう。今後三学年まで教え，四学年より六年ま

では廃止されるのではないかと思われる。

通牒したことはない・総督府学務課長談

これに対し，総督府学務局八木学務課長は次のよう た。

小学校の朝鮮語時間を廃止せよ，または，その代わりにほかのどんな科目を増加教授せよ

と学務局から通牒したことはない。また，まだ報告も聞いていない。朝鮮語科目が加設科巨

であり，校長に一任されているので，地方の事情によって違うのであり，道でよく知ってい

ると思う。云々。}20)

総督府学務課長，京城府学務課長ともに各学校長に一任していることを強謂した。その学校長

が学務課へ r朝鮮語Jの条件付き制眼，あるいは「廃止Jを申請する。これが，まさに京城府で

朝鮮語が「麗止」に至る契機となる重要な事件であったことに間違いない。

また，これより前の 1939年2月27Bの慶尚南道会において r忠清北道ニ於テハ現ニ小学校ニ

朝鮮語ヲ廃止シテ居ル」こと，慶尚南道でも「或ル学校ハ朝鮮語ノ時間ヲ非常ニ少クシ或ノレ学校

ニ於テハ三学年以上ハ朝鮮語ノ時間ヲナクシタリシテ朝鮮語ノ教科目ノ、殆ド有名無実デアッテ遠

カラズシテ自然ニ廃止サレル運命ニアル」と論じられていた(判。この発言をした金乗圭議員は，

この背景について次のように述べている。

「昨年四月学制改正ニ依ッテ小学校ニ於ケル朝鮮語科目ハ之ヲ随意トスル之ヲ教ヘルカ教

へナイカト云ブ取捨権ヲ学校長ニ一任シテアルヤウデアリマスガ学校長ト云ブモノハ既ニ発

表サレタ法令ナリ訓令ナリ或ノ¥当局ノ方針ハ忠実ニ遵守スルハ勿論当局ノ発表セザル方針ヲ

モ進ンデ励行シヤウトスlレモノデアッテ是ハ官吏ノ共通ノ心境デアリ方針デアルノデアリマ

ス輯鮮語ヲ随意科トシテ取捨ヲ学校長ニ委セノレト云フコトハ初メカラ小学校二朝鮮語ヲ廃止

シヤウト去フ示唆デアルト思ヒマス}22)

前述した鄭在哲の論旨を補うように，学校長の科目「取捨権J を陪題にしていた。

以上，実諜には法令上の規定がなくても，日本人校長が学校にいる，また学校に日本人を配置

している関係で科目設定に関する判断者の人事を支配し，強制的に輯鮮語を廃する形が取れたの

である。

また，国民学校への名弥変更は 1941年4月1日{21すなわち，日本圏内及び台湾と閉じ臼に行
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われ，朝鮮独自に「国民学校規程」が施行された。「朝鮮語Jに関する規定は，第一条に「前五項

ニ掲グル科目ノ外朝鮮語ヲ設ケJることができること，-前項ノ規定ニ依リ設クル科目ハ之ヲ随意

科目ト為スコトヲ得」と規定され，小学校規程時と大差はなかったが，-朝鮮語を如何に教育する

かの，教授内容の規定は規定からはずされていた}24)ことは，事実上，朝鮮語科目への関心のなさ

を反映していると考えられる。

第三節 194日:年前後における臼本語習得状況

{1940年度における朝鮮総議府の日本語普及認識〉

『朝鮮総督府施政年報』には総督府が公にした「国語ノ普及Jに関する認識がまとめられている。

この文章は 1938年版以降ほぽ同じもので1939年版から⑤以降の事項が付加された(丸数字①

~⑦および下繰は便宜上，井上が挿入した)。また，ここでは 1940年版から引用したが， 1939年

版との違いは下線部分のみである。

施設ノ梗概 国語ノ普及ニ関シテハ併合以来学校及其ノ他ニ於テ特ニ之ニ意ヲ皆メ ①国民

学校ニ在リテハ毎週九時間乃至十二時問題語ヲ教授スルノ外他ノ教科目ヲ授クノレ際ニモ常ニ

雷語ノ練習及文字ノ審方ニ住意セシメ ②高等普通教育・実業教育・専門教育ニ於テモ亦国

語ノ教授ニ努ムルト共ニ学校用語トシテ日常其ノ使用ヲ奨励シ ③其ノ地普通教育ヲ為ス私

立学校ニ於テモ亦大正九年三月其ノ規則ヲ改正シテ掴語ハ修身ト共ニ必須科目ト為シ以テ社

会一般ニ普及セシムノレノ素地ヲ作レリ ④又各地方ニ在リテハ国語疫学会・国語講習会等ヲ

設ケテ地方青年ニ国語ヲ学習セシムルモノ多シ ⑤ト雄尚国語普及ノ現状ハ輸解シ得Iレモノ

普通会話ニ珪支ナキモノヲ合セテ漸ク総人口ニ対シ一割問分程度ニシテ統治精神ノ周知，時

局ノ正当ナル認識其ノ他施設上支障ヲ来スコトナカラザルニ鑑ミ ⑥之ガ使用ニ関シ青年摺

婦人層ヲ通ジテ極力普及徹底セシムル方途ヲ講ジツツアルモ ⑦更ニー庸一殻ニ具体化ヲ図

ル目的ノ下ニ本府ニ於テハ公立関民学校(元公立普通学校タリシモノ)及鰭易学校ヲ中心ト

シ昭和十三年度ヨリ毎年約十万人ニ対シ国語教本ノ無償配付ヲ行ヒ講賀会ヲ開催スlレコトト

シ之ガ経費ハ毎年一箆所六O円延一， 000笛所分六万円ノ外ニ教本代一万円計七万円ノ国
庫補助ニ依リ実施ヲ為シタノレガ実施初年ノ昭和十三年度ヨリ向十五年度ニ至1レ受講者ハ総数

八十八万五千余人ニシテ一年平均約三十万人ヲ算スル良成績ヲ挙ゲツツアルヲ以テヲi続キ之

ガ内容ノ充実強化ヲ図リ国語未解得者ノ根絶ヲ目標ニ必要ナル措置ヲ講ズノレ計画ナリ(同

内容は，既に述べたように①日本語教授時数の多さと「国語」以外の教科でも常に日本語を意

識して教えていること。②中等教育機関以上では，日本語は既に授業用語を越え「学校用語トシ

テ日常其ノ使用ヲ奨励」していたこと。信私立学校の日本語は，概述したように 1920年から「必

須科目」であること。④各地で「醤語夜学会・国語講習会J 等を設置し，青年を中心に日本語の

普及をしていることである。

1939年版以捧加わった⑤以下に注目したい。特に，日本語解得者が「一部四分程度」でしかな

いため，総督府が統治諸政策遂行に「支樟ヲ来ス」と判断している点が特異である。@，⑦番で

は，上述した 1938年以降の青年庸，婦人層に対する日本語講習，日本語の浸透を意識的に扱って

おり，上述のように，-全部国語ガ分カルJことを将来に据えて， 1938年から「国語講習会」へ国

庫補助を出す等，総督時が社会…般の日本語未解得者に対して漸く本格的な普及政策をとるよう

になったことが如実に現れている。
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第s表 r京城」における朝鮮人初等教脊機関通学者家庭のa本語解得状況
校 年別 調査人員(人) 会話ニ差支ナキモノ 梢解ス/レモノ

校澗小学校 1939年 10，506 4，068 (39%) 2，784 (25%) 

1940 10，862 7，059 (69%) 350 ( 3%) 

1美調小学校 1939 8，048 2，881 (36%) 1，898 (24%) 

1940年 9，789 つ つ

鍾岩小学校 1939年 5，398 1，628 (30%) 1，187 (22%) 

1940年 5，516 1，767 (32%) 1，325 (24%) 

備考・校洞小学校ハ都心部ノ小学校 ・淡洞小学校ハ中間地帯ノ小学校
-鍾岩小学校ハ郊外ノ小学校
出典 I国語普及及国語教育に関する資料」に掲載された「家庭閤語普及状況調」
(朝鮮総督府編修官 森閑梧郎「ふたたび国語対策協議会に出席して」

f文教の朝鮮J 1941年5月， 40~41 真)

<1938~40 :年における日本語習得状況〉

「簡易関語講習会Jと時を同じくした 1938年から 40年にかけて，京城府の三小学校地域で「家

庭国語普及状況J調査が行われた。

この「家庭国語普及状況調」は，都心部，中間地帯，郊外の三地域の小学校を選び，児童が麗

するそれぞれの家庭の毘本語解得程度を調査したものである(第8表)。都心部・校澗小の 1939年

と1940年の差が明確で、あり，日本語の「会話ニ差支ナキモノ」の比率が39%から 69%へ急上昇

した。これは，都市部の成人に対する臼本語講習が強力に進められた結巣であると想像できる。

校調小地域の場合， 1939年には「檎解スルモノJが四分のーを占めていたが， 1940年には，ほん

の一年の違いだけで「稽」という中途半端な日本語の理解者は少なくなり，かなり習得した，あ

るいは教え込まれた跡がわかる。つまり，この 1938，9，40年頃には，少なくとも都市部において，

日本語の普及が進んだと想像できる。また，鍾岩小地域のような郊外の場合でも調査人口の絶対

数が増えている中で日本語習得率が微増しており，都市部ほどではないにしても日本語の普及が

試みられていたといえる。位し，卒業による対象者の入れ替えがあるにせよ，校i偲小地域でも残

り約三割は「稽解スルモノ」のレベルにも達していなかったことに留意しておきたい。これらの

人々は自本語の使用を拒苦していたのかもしれない。また，日本語を解得した者がすべて臼本の

支配を受け入れたのでないことはいうまでもない。

第ニ章註
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「国語ノ普及j の項呂。

(2) 慶尚北道 r昭和13年度一般会計特別会計歳入出予算ぉ 25真， 138 

(3) 慶尚北道『昭和14年度一殻会計特別会計歳入出予算・前 昭和 14年度慶尚北道臨時層、

賜金歳入出予算~， 28頁， 157頁。

(4) 前掲，握由利「日帝末期皇民化政策の性格一日本語普及運動を中心に一J11韓国近現代史

研究u995年第2輯，臨書出版ノ¥ンウル，ソウル， 1995年2丹， 240~241 頁(朝鮮語・

井上訳)。
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(1938年9丹7日)， 87番塩原時三郎(学務局長)の発言 (IF朝鮮総督府時局対策講査会

会議録・諮問答申書』民族苑，ソウル， 1990年復刻版)。

(6) 前掲，森田梧部「ふたたび、盟語対策協議会に出席してJ，40 

(7) 学校設置・維持の財政面では従前と変わらず，日本人小学校と朝鮮人小学校は明確に区

分されたままであった。府(市に該当)では日本人学校が第一部特別経済，朝鮮入学校

が第二部特別経済と分けられ，郡では日本人学校が学校組合，朝鮮入学校が学校費とそ

れぞれ別の財政運営をしていた(金五根『日帝下朝鮮障政史論孜』ー潮間，ソウル， 1994 

年， 382.........389頁)。

(8) 1922年2丹10日，朝鮮総督府令第6号「小学校規程J(この時点では，在朝鮮日本人子

弟の初等教育機関)での r朝鮮語Jの扱いは，第12条によると次の通り。

「第十二条 尋常小学校ノ教科目ノ、修身，盟諸，算術，日本歴史，地浬，理科，関商，唱

歌，体操トシ女児ノ為ニハ裁縫ヲ加フ 土地ノ情況ニ依リ前項教科目ノ外手工ヲ加へ又

ハ髄意科目若ハ選択科目トシテ農業，寵業若ハ輯鮮語ノー科目若ハ数科目ヲ加フルコト

ヲ得J (IF朝鮮総督府官報』第2847号， 1922年2月10日号)。

(9) r小学校朝鮮語制限・府内公立校申請・一部学校七四年以上司1廃止・許可内容如何7ト注

自J IF東盟臼報~ 1939年4月18日夕刊2面(朝鮮語 IF東亜日報』は以下向じ)。
の

(10) 前掲，朴歳義「日帝下母音諾・文字政策J，240.........243頁。

(11) 朴島義は IF朝鮮日報u938年4丹1日付を用いているが，実物を確かめられなかった。

(12) rく社説〉朝鮮文化虫干朝鮮語J IF朝鮮日報~ 1937年 11丹11日付(前掲，朴産主義「日帝下
の

旦j言語・文字政策J IF El帝将文化侵奪史~， 226頁より重引)。

(13) 1938年3月15日，朝鮮総督府令第24号J朝鮮総督府官報』号外， 1938年3月15臼号。
(14) 鄭在哲『日帝高対韓国教育政策史』ー蕊社，ソウル， 1985年， 429.........431頁。

(15) 前掲，森田芳夫 f韓国における国語・国史教育 朝鮮王朝期・日本統治期・解放後一』

134 
でより 券 ママ に

(16) r小学校ぺ四年級ヰ同・朝鮮語課目会廃止・今日 徳寿，蓬莱両校，府学務課斗1出願j

『東亜日報~ 1939年3月19日付夕刊2面。
は には

(17) 前掲 r小学校朝鮮語制隈・府内公立校申請・一部学校七四年以上司1廃止・許可内容如
が

何7ト注目J IF東亜日報~ 1939年4月18日付夕刊2面。

(18) 前掲 IF東亜日報~ 1939年3月19日付夕刊2部。

(19) 前掲 IF東亜日報~ 1939年4月四日付夕刊2問。

(20) 向上。

(21) IF自昭和14年2月21日至昭和14年3月2日 第十二回慶尚南道会会議録』第七日・ 2

月27日， 152頁。 29番金乗圭の発苦(辛珠柏編『日帝下支配政策資料集』第12巻，

麗審林， 1993年復刻， 174頁)。

(22) 向上。また，この件に関しては IF東亜日報~ 1939年3月2日付4面に「二部制学級撤
とを 0) 

廃斗朝鮮語教授警強諦・擾南道会~論戦白熱」という見出しで掲載されている。この

記事によれば金乗圭議員は東莱選出の議員。

(23) ここで変わった国民学校という名前は，大韓民国では 1996年2丹米まで続いた。最近取

り壊され完全になくなった!日総督府庁舎と両様 r日帝残淳」のーっとして r関民学校」

の名前も光復50年を前後した議論の中で問題になった。この学校名称改正開題及び国
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民学校制の出生とその論理については，シアル教育研究会編訳『日帝皇民化教育斗国民

学校』図書出版ノ¥ンウル，ソウル， 1995年で論じられている。

(24) 1916年以来1939年まで朝鮮総督府で参事官，学務課長等を歴任した萩原彦三が戦後

「日本統治下の朝鮮における朝鮮語教育」として回想した中の表現。但し，萩原は引用部

分のように認識しているにもかかわらず「すべての学校が一律に朝鮮語の科目を廃止し

たのではなかった」ことに比重を寵いて強調している問題がある(萩原彦三 r日本統治

下の朝鮮における朝鮮語教育』友邦シリーズ第三号・財団法人友邦協会， 20貰)。梶井

砂も『朝鮮語を考える.! (龍渓書舎， 1984年・改訂版)でこのことを批判している。

(25) 前掲l'朝鮮総督府施政年報.J1940年度， 204-----205頁。「国語ノ普及」の項目。なお， 1939 

年度版には，最初の「国民学校」が「普通学校j，次の「国民学校」が「小学校j，I笛所J

が「由j，I実施」以下が「実施シツツアリテ当初昭和十三年度ニ於ケル成績ハ梅メテ良

好ニシテ公・私設合セテミ三十余万人ノ受講者ヲ見ルニ査リタノレヲ以テ」となっている(朝

鮮総督府『朝鮮総督府施政年報.!1939年度， 1939年3月刊〔前掲，森田芳夫 (1987年)， 

325頁より震引))。

第三章 国民総力運動による日本語普及・強制政策

第一節 麗民総カ朝鮮逮盟と日本語常用・金解運動-1941年7月までの仁)11熔を中心にー

〈仁JII府における町会の再組織〉

1938年7月7日，日中戦争一周年を契機として結成された国民精神総動員朝鮮連盟は， 1940年

10月，大政翼賛会運動の発足に呼応して I国民総力朝鮮連盟J と改称し，組織の再編成を行っ

た(九名称を大政翼賛としなかった理由を庵進論文では，総督府が11'内地のような政治運動では

ない』ことを強調するため」としているが円このほかに，日本国内よりも下級組織が組織化され

ていて，あえて国内組織を「模倣する必要はなかった」ことも挙げられる(九中央部では，朝鮮総

督が連盟総裁を担い，副総裁が政務総監，各局長が関係実務機構の部長を担う組織とし I国民運

動J と総督府体制の一元化が意留された。実際，行政的な会議の後に即連盟の打合会をすること

も可能だという効率性をも備えていた(九

庵議論文によれば I大幅な組織の改嬬は中央の朝鮮連閣の実務機関に限られ，その下部組織で

ある地方連盟は『国民総力道連盟.!l'国民総力府連盟』などと名称を変更したにすぎない。末端の

愛国斑組織に主つては，名称も組織もすべてそのまま継承されている」とする(九

F京域日報』の地方版である<中鮮京日>(京城を除いた京畿道，開城，清チ1'[，江原道地方の貰)

を見ると，仁川府(京畿道)では，国民総力仁川i府連盟が1940年12月10日，町連盟結成の準備

要項と町会準備委員(各町毎捜数人)を決定し I師連盟結成式は十二月末日迄に決行したきにつ

きその心構へにより至急準婿完了の予定日を申出のこと」との一文をつけ加えていた(6)。上部から

の組織化であることがわかる。

1940年12丹21日には，各道知事宛の内務局長通牒「地方行政下部組J織ノ整備並ニ由民総力連

盟トノ連絡諦整ニ関スル件」が出ている。その内容は次の通り。

「今囲国民総力連盟ノ下部組織タル町連盟，調皇連盟及部落連盟等ノ機構整備ニ関シ別途連

盟事務局総長ヨリ各道連盟会長宛通牒相成リタル処，国民総力連盟ハ先般ノ改組ニ依リ其ノ

運営ノ範閤拡大セラレ地方行政トハ真ニ表裏一体ノ関係ニ立ツコトト為リ此際特ニ町連盟，

部落連盟以下ノ組織ヲ整髄シテ下部実践組織トシテ充全ノ機能ヲ発揮セシムノレハ喫緊ノ要務
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ナリト思料セラノレルヲ以テ地方行政下部組織ノ整備並ニ国民総力連盟トノ連絡調整ニ付在記

ノ通方針決定椙成リタノレニ付テハ之ガ指導監督上特設ノ留意相成度依命通牒ス}7)

総督府としては r地方行政下部組織ノ整備」と「国民総力連盟トノ連絡調整」を

体」になって「実践J させるための町・澗里・部落連盟の「機構整備」が目的であった。特に，

仁川のような「市街地ニ於ケル時連盟ノ区域J は r町(調車)会広域ト一致スベキモノJ とされ

た(8)。

そして，仁川府の場合，各町連盟の結成は 1940年末までに 40ケ町{9)，翌 1941年 1丹末頃に「仁

川!日府内五十ケ町全部Jの町連盟が結成した(1九町連盟結成途上の 1月15日，仁111府に総力課が

新設された(1九また，仁川府連盟が2丹上旬に機構改革をする(ロ}など中央部の改革とは時間差が

生じている。留民精神総動員運動の時点からそうではあるが，これらの組織を還して各種の皇民

化運動の展開が試みられる。総力連盟発足半年後，各地で総力運動に対する視察が行われたが(叫，

その時点で仁川府は「全鮮に模範たるべき体制を整へてゐる」という評価であった(14)。

<1:ニ)11府における臼本語普及・強制政策〉
この仁川府における日本語普及・強制関係の記事を『京域日報』から拾うと以下のよう

がわかる。以下， (全解)と付したものは主として臼本語未解得者に対する日本語普及， (常用)

と付したものは日本語解得者に対する日本語使用強制に関する政策を意味する。

1941年4月3自の神武天皇祭を記念し r国語普及を日的に朝鮮語の会話を禁止」し違反した擦

の罰金を「軍愛国部に献金」した例(15)。これは，一事業体であったが， 1941年6丹段階で，既に

仁川府は「府庁内の全職員に対して朝鮮語の使用を禁止」していた(16)(常用)。また r国語普及」

を府庁職員以外の「各階級へ及ぼす」ため，次に「比較的多数の集合団体たる基督教会」を対象

とした(問。 6丹5日，仁川府は「菌語普及協会」を開催し，日本語普及のために「府内の基督教

会牧師を招集して讃美歌，襲書，講演等に際し一切関語を使用するやう態態、」し(1刊さらに

ーケ丹問国語の講習所を開催Jすること r一週に一回乃至二回の国語の指導日を設定jすること

を申し合わせた(19)(全解)。これにたたみかけて，仁川府は「各町連盟員中の国語の出来る者と出

来ない者を調査」することを決定した{制。 6月22日の報道では r真の内鮮一体の実を挙げるに

は国語の普及は欠くべからざる急務」として，府庁に限らず r各官庁，会社，工場等で国語を解

する者は一切朝鮮語を用ひないやう懲憩J しており(常用)， r一般家庭でも出来得る摂り国語を

使用し国語を解せない者でも単語でもよいから毘語を使用するやう要望」した(21) (常用・全解)。

上で触れた教会の「臨語講習会」は 7-----8月中に一ヶ月，超教派8教会が会場となり，日中毎日

第s表仁川|府各町連盟員の日本語解得状況 (1941年8月)

理事O
× 

(内理事長×

班長O
× 

16府内 直轄

400 29 

69 26 

O O 

1，263 51 

481 85 

54 

30 

3 

129 

101 

34 

20 

5 

74 

25 

0は日本語を解する者， Xは日本語を解せない者

計(人)

25 542 

17 171 

4 12) 

33 1，550 

69 761 

出典 r圏語不解の連盟員・学務課と各学校提携で指導J W京城臼報』
1941生存7月12 8イ寸4商
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1時間あるいは夜間週4Bで1回1時間半'"'-'2時間の計画となっていた附(全解)0 6月に行った

各町連盟員の日本語解得状況調査の結果は7月に公表された(第9]受)。

これによれば，日本語を解する 542名，班長 1，550名に対し，日本語を解せない理事171名，

班長761名であった(問。日本語を解する者と解せない者をおよその比で表すと，理事で3:1，班

長で2:1程度となる。日本語を解する理事・班長がかなりの多数を点めていた事実がわかるが，

指導者レベルの日本語「全解」にはまだ距離があった。

〈同時期の宮斤における朝鮮器廃止;平安南道〉

上で言及した仁川府庁の朝鮮語使用禁止の経緯についてはわからなかったが， 1941年5月23

旺付朝刊 5月31日付夕刊の二つの記事から，平安南道における官庁での「朝鮮語廃止」の経緯

がわかる。

この「朝鮮語廃止」は，まず，平壌府庁管財課から始められた。ところが，管財課ではこの「朝

鮮語廃止Jと違反者への罰金が r他の課員から朝鮮語で話しかけられる場合しらずしらず(原文

は繰返記号・引用者註)に朝鮮語の会話をなす場合がある」ために，平壌府庁全体へ拡大するよ

う「要望」した(判。おそらくこの平壌府庁で行われていた「吏員の朝鮮語禁止，国語使用J (罰則

あり)弘王子安南道庁では同庁情報委員会決議の下 r朝鮮語使用Jの「禁止」を「国語を解する

にまで拡大した(25) (常用)。また，あわせて「道民全体にも国語の積極普及を悶る」ことも

決定している(全解)。

なお，国民総力平安南道連盟が愛国班員に行っている「朝鮮語をやめて国語を常用しませうJ

という呼びかけは， 31日付夕刊の記事によれば平壌府庁管財課の「朝鮮語擁止」措置の後に始まっ

たように読める。

但し，注意すべき点として， 23日付では「吏員の朝鮮語禁止，題語使用を断行したJ主語が「平

壌府庁J全体であるように読めるが， 31日付では「府庁全体に(中略)要望してゐる」ことになっ

ているため，まだ府庁全体としては「禁止」ではなかったのかも知れない。道庁では事実誤認し

た可能性もある。あるいは報道時に意圏的な操作が加わった可能性もある。しかし，真実がどう

であるかにかかわらず，府庁あるいは府庁の一部が行った朝鮮器使用禁止にあたかも呼応するか

の如く，日本語解得者の朝鮮語使用禁止を道庁が決定したという事実が重要であろう。

〈同時期の学校教育における臼本語常用〉

雨時期の学校教育における日本語常用状況に関する記事は次の通り。

仁川府の昌栄圏民学校では話方の系統的指導の実際』を編纂するなど「話方」の訓練をする

外 r登校後は一切朝鮮語の{吏用を禁じ毎日放課後の十分位を国語愛用反省会として級毎にこれを

実施」している。日本語だけで過ごせたかどうかは「盟諸愛用カードJ に記入しておしという

ものだ、った。そして，その成績は r一千九百人の児童のうち一ヶ月間も朝鮮語を使用しなかった

児童は一千二百人乃至一千三百人の多数に上るJ という(常用)。また，きま臆には『家庭生活用語

集』により r一日一語は必ず、覚えるJ ようにさせている(全解)(26)。

私立小学校でも，日本語使用が強制されている学校を見ることができる。平安北道新義州府麻

回調の私立聖心学院では r閤語常用証」による輯鮮語使用に対する罰則を用いて日本語常用を強

制している (2九この学校は r聖」の文字から宗教系私立学校であるかもしれない。しかし， 1940 

年 11月 r米国務省の極東在留米人引揚げ勧告j により，少なくとも京城にいた宣教師が帰国す

るため，この時期「米入経営基督教系統学校J の経営が変更されるなどしていた(的。
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第二節 「会朝鮮国語普及運動」の開始

〈園民訓練後援会による r国語会解運動J}

n京城府内の中等学校四，五年生男女合せて八百名がこの冬休に，自分の故郷に帰って，そこ

で，その生徒の家の愛爵班を中心として国語を教へる運動を起した~}問。これは，前主主で取りあ

げた朝鮮総督府による「簡易国語講習会」あるいは「国語普及講習会」とは異なり，国民訓練後

援会が主催し，毎日新報社が講潰する「民間Jの動きであった。この意味で「政策」とは異なる

「運動」という名称が付されていると考えられる。

ところで，この「国民訓練後援会J は綿布問屋三永商会の主人，野村弘遠(1日名孫弘遠)が起

こしたもので，規約には「本会ハ朝鮮ニ於ケル皇国毘畏教育ノ成果ヲ収ムルヲ目的トスJ とあ

る{制。総督府の推進しようとする路線と全く変わりはない。『線旗』に掲載された野村への訪問記

によれば I昭和六年以前朝鮮軍参謀だ、った山本中佐とある機会に親しくな」り n今に世界は変

る，日本が本当のカを発樺する時が来る。その時，朝鮮にも本当に働いてもらひたい~J という「山

本中佐の言葉を信じ」て，会の結成をしたという (3~ これに呼応したのが京域部範の岩下雄三校

長で，岩下が以前，総督府で『国語教本』の編集をしていたときからの「全鮮的な間五強襲動を起

したしりという「念願」が重なって「国語全解運動」が誕生した(3九このような経緯を考えると，

民間の朝鮮人から起こったものとはいえ，日本の支配属・総督府関係者の想いが親臼的な朝鮮人

の動きを強力に後押しして実現に宝ったというのが実態であったようだ。

この「運動」への参加学校は I京城師範，景福中学，京畿中学，徳成中学，徽文中学，中央中

学，培材中学，京畿高女，梨花専門，梨花高女，進暁高女，淑明高女，誠借家政，向上女子実業

など」で， 800名。3)。学生らは「学校長よりの証明書と，学用品，国語教本五冊Jを渡され I冬

休みニ週間J I自分の家の愛国班にぞくする人達の中から五人を対象jとした日本語教育を実践す

るため， 12月7日に女子生徒に， 12月18日には男子生徒に「教へ方の諒11練」を行ったあと， 12 

丹19臼に「朝鮮神宮で奉告祭」と「壮行会」を行った。また，後日「報告会j を行うことになっ

ていた(制。南昌均論文によると， 1940年12丹19日に「日本語普及挺身隊」の結団があり n教

室主題語から生活悶語へれ『国語で飛び出せ大東亜~， w一億民の言葉は一つ~， w必ず毘語常用』

のスローガンをぶら下げ，国民運動として日本語普及運動を展開した」とある(向。この「日本語

普及挺身隊j こそ，まさに彼等学徒であった。

1941年4月，地方青年隊員を中心とした「国語講習会」を朝鮮全土に 1，000箇所開催すること

が報道された(制。これは 7月に報道された「第二回全朝鮮国語普及運動」のことである。毎日

新報，国民訓練後援会の主龍で，総督府学務局，警務局，関民総力朝鮮連盟などが後援していた。

朝鮮全土約二首の中等学校生徒一万人から 51校， 2，551名が推進隊員として教授方法を授けら

れ，夏期休業中の1O~20 日間，一日二時間，日本語の初歩を教えるものであった(3九主催者が発

行，配布した『全鮮国語全解運動実施要項』によると I運動J の概要は次の通り。

目標毎年夏と冬の休暇に各二週間を運動実施期間にあて，毎期ごとに千万人のいまだ

国語を解せざる者に毎日約二時間の教授をなす。

一 実施方法全鮮の主な中等程度の学校約二百校の生徒一万人(各学校五十名宛)を選ん
で国語全解運動推進隊員とし，毎日新報社支社，支局と連絡をとり所属の愛国班

を中心とし，一隊員に十人内外の国語講習生を担当せしめる。

コ 教科書片仮名を主とする『短期間語講習教本~ (毎日新報社発行)を使用

四.推進隊員養成 『結期間語講習教本教授備考』を編纂し，この教援備考によって，あらか
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じめ推進隊所属の学校職員に依嘱して使用教本を基準として教授法の指導をな

す(問。

内容を見る限り，目標は初囲の「鴎語全解運動Jのものを引き継いでいるが，実施方法で，よ

り大規模に行うことを明記している。教科書の『短期国語講習教本』は，毎日新報社がこの計画

のために新たに編纂した四六判27頁の小冊子であって I受講後は，自力でラジオ菌語講盛によっ

て勉強のできるやうな実力を与へる」レベルを想定していた(3へまた，日常会話が中心であるが，

fコウコクシンミンノチカイ j，宮城遥拝写真 Iキミガヨ」が掲載されていた。推進隊員養成のた

めにも冊子が準備され，この時点では，かなり体系的なものとなっている。

1941年暮れから 1942年始めの冬季休暇帰省期間にも，第二回と間様，国民訓練後援会主催で，

朝鮮総督府学務局，警務局及び悶民総力朝鮮連盟の「積極的後援J により，中等学校200校の生

徒一万名の動員を目標にして「盟諸全解運動推進獣」を組織した側。

〈大和塾等による日本語普及〉

このほか，縁旗連盟(41)と大和塾(叫が精力的な日本語普及を行っているが，ここでは大和塾のみ

を取りあげたい。

大和塾は， 1938年7丹 I時局対応全鮮思想、報国連盟」として発足したもので，総督府が「もと

もと社会変革運動の活動家であった f転向者~j の「民衆に対する影響力」を無視し得ずに，彼等

を「常に強い監視下に鷺きながら民衆動員の原動力として利用しようとしたJ ことから作られ

た(叫。この「時局対応全鮮思想、報器連盟」が1941年1月に発展的解消して，京城，威輿，清津，

平壌，新義チ1'1，大部，光州、iの各支部がそれぞれ独立の「財団法人大和塾」を結成した(州。

大和塾の日本語普及活動は， 1939年3月，患想、報国連盟新義州支部による「近隣婦女子」に対

する講習から始められた(品)。とはいえ，総替府も重く見ていたようで，前述した文部省主催第二

回「盟諸対策協議会j (1941年1月)の報告では I国語普及講習会概要Jの項呂に続いて I時局

対応全鮮思、想、報国連盟主催国語講習会一覧」が掲載されていた。これによれば 7支部， 17ケ所

で3ヶ月'"'-'1ヶ年の開催，受講者数が1，872名，受了者が 1，001名であったことがわかる附。大

和塾結成後のものとしては， 1941年8月頃， 7つの大和塾で計28ケ所， 4，170名の講背生の存在

が確認できる(4九大和塾の日本語講習は塾自身が独自の施設(建物)を所有している点 I一切授

業料を徴せず学用品は総べて支給又は貸与」した点，単に日本語のみでなく「皇国臣民としての

錬成教化を第一義J としていた点が特徴である (48)。

第三節 総督府による「閤語常用J強欝

〈宮本語常用に関する総督訓示〉

前述のように I全朝鮮国語普及運動」に動員された中等学校生徒は，第一部で申込約2，500名

中の 800名，第二回で2，500名強であったが w運動実施要項』のように一万人を動員するには程

遠く I各学校五十名宛Jという数値も基準の意味でしかなかったようだ。 1941年12月3日まで

に申込をした 1，272名の内，公列、|女子師範(100)，漢栄中学院(100)，京城師範 (200)，祥明実

践女(120)の4校は基準を遥かに上回つての申込みであったが{叫，どのような経緯で多人数の申

込となったのかは明らかではない。

中等学校生が必ずしも日本語普及活動に前向きでなかったことを示唆する史料がある。

やや遡るが，この 4全朝鮮国語全解運動'の二回目が終わってしばらくの後， 1941年9月30告の

定例局長会議で総督南次郎が，次のような訓示を行っていた。
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総督訓示要旨

近来各学校特に中等校以上の学校において閤語を使はず朝鮮語を使ひ，国語常用といふ建

前が弛緩の傾向にあることは甚だ遺構と思ふ，学校内では国語使用を不断に奨励し努力して

ゐるにも拘らずか〉ることを耳にするのは実に残念である，家庭にあってはやむを得ず朝鮮

語を使はねばならぬ場合があるであらうが教員，生徒は成るべく国語普及のために家庭内で

も盟語常用に努むべきである，五大政綱の中にある教学問新でも国語常用を彊つであり，内

鮮一体の上からもか〉る事実の有することを遺構とする，今後ともなほ一段の工夫，研究を

襲んで貰ひたい(叩)(下線部分は合字)

後の新聞報道によれば，この訓示は日本語普及，全解運動に関する南総督の最初の訓示であっ

た(刊。「国語常用」が「弛緩の傾向j にあるという状況のなかで I闇語常用」を厳格に遂行する

よう総督自ら求めたものであった。そして，この徹底のため， 10月上旬，各選宛ての総督訓示に

基づいた学務局長通牒が出ていた{問。中等学校生徒の司本語常用に関する問題が I教室にあって

師弟の間ではもとより学生，生徒，児童間の日常会話でも絶対に国語を使用し，その熟達錬磨に

努め国語使用の雰囲気を醸成せしめよう」とするものに拡大され，徹底されるようになった(問。

〈国民総力連盟としての日本語普及活動〉

この「全朝鮮国語普及運動j とは耳目に，京城府では 7月頃から国民総力京城府連盟によって，

府内131ケ町連盟機関を総動員して，由民学校を会場に「国語講習会J を行った(刊。京城府では

「講習会規定を作成指導」する等(問，日本語普及運動を大いに進めだした。

11月10自には，国民総力朝鮮，京畿道，京域府三連盟が定例n合懇談会を行ったが I国語普
及放に使用励行の強化徹窟，文化部門に対する連盟の指導強化に付てJの討議の中 I国語の使用

励行は会議などの席上でも現在半島側上属部の使用が行はれぬため支障が少くないのでこの際徹

底的に上層部の覚醒を促すこと」が申し合わされたことがわかる(問。

また，国民総力璃鮮連盟が提唱した「国語常用奨励運動J に対し，翌日丹 11日には，京畿道

が次の方法で「国語常用の厳守を実行させる」ことにした。

一.fllJ連盟，愛国班常会その他諸会合には必ず国語を常用すること

一.鴎庄の看板，広告などは原則として層諮を用ひること

一.電車，パスの車掌，案内人は凡て盟諸を常用すること

一.学生，生徒，児童の常用語は学校にあると否とを開はず国語を常用するやう指導するこ

と(57)

前述した総督訓示を発端とする学務局長通牒の趣皆が最終項目で現れ， 10日の「上層部」の日

本語使用についても最初の項目で I諸会合Jでの用語を日本語とする形で「厳守」させる方針を

打ち出したことが重要である。

〈治安当局の威庄，暴力による強制〉

以上のような日本語の強制，あるいは朝鮮語の廃止や志震度兵「志願」の強制等について，果た

して，それらに抵抗できたのかどうか，非常に疑問である。

「学校当局ノ志麟兵勧誘ガ強制約」であることの欝横をはらすため，朝鮮軍司令官に「不穏投書J

をして懲役10ケ丹を受けたという事件からは，学校も志願兵に行けと強要していたことがわか
る(58)。

中・高等教育機関に属する善隣商業学校生の場合， 1941年5月に I知人ニ対シ『学校デ毎日偶

像(御真影)礼拝，皇国臣民ノ審詞，或ハ勤労奉{士ヲ強制的ニ励行セシムル等心ニモナキ事ヲ強
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要シ，自由ヲ束縛スノレカラ不檎快デ学校ニモ行キ度クナイ』去々」と「不敬不穏ノ ヲ弄」し

たとして，懲役一年刑を受けた(問。

1939年度から忠清南道瞳山本町尋常小学校で勤務された李圭瑛さんの場合，夜学校での勤務で

「皇国臣民の誓詞」も教えなければならなかったが，教えた人がうまくいえず，そこへ「監視して

いた警察官」が入り込み「男性の生徒を殴り蹴飛ばした」という場面を自の当たりにしている(刷。

また，日本語使用に対して問題提起をした場合は，起訴・拘留されることもあった。そうでな

くとも，各学校内での朝鮮語使用に対する相互監視体制の形成等，上からの命令と開義の

常用J 訓示によって，既に，可能な行動が限られていたと考えられる。

以上のように，日本語普及の基礎は着実に進められ， 1942年 5月の国民総力朝鮮連盟による「圏

語普及運動要綱」につながるのであろう。これらの動きに朝鮮人の兵力動員が加味され，

政治課題となると考えられる O

第三重量 註

(1) 庵進出香「朝鮮における戦争動員政策の展開 『盟民運動』の紘織化を中心にJ W毘際関係学研

究JNO.21別冊，津田塾大学， 1995年3月， 5貰。

(2) 向上。

(3) 森田芳夫『朝鮮に於ける国民総力運動史』国民総力朝鮮逮駿， 1945年3fj， 43~44 頁。

(4) 若干さかのぼるが，国民精神総動員運動の「町連盟」の説明に次のようにある。

「町会，家庭防火組合連合会と同様の結合体を以て組織し，一つの組織をもって幾還りもの仕事

が即時に活動出来る事が緊要な事であって，町会役員会を招集すれば，その席上に於て愛鴎斑

の緊急事項も亦紡火組合の相談も出来る様な仕組とし，お互に時間の無駄を省き，充分銃後の

務めを怠る事なくどしどし棺談も緩り，おli.ひに緊密な連絡のとれる事が必要であります。(8 

J (京城府総務部時局総動員課 F愛国班に就て』国民精神総動員叢書第二終， 1939年1月)

(下線部分は繰返記号)

(5) 前掲，庵溢由香 6真。

(6) r町遼援の結成・準僑要項委員を決定・今月中には完了へJ W京城臼報J 1940年12月11臼付4

面。

(7) r行政義解J r朝鮮行政』第220号， 1941年2月， 108貰。

(8) 再上，第三項白。

(9) r仁川府の各町連盟・年内に閤Oケ町の結成を終るJ r京城日報J1940年12月29臼付4面。

(10) r愈よ本格的活動へ・仁1111日府内五十ケ町全部の町連盟の結成を終るJ r京城日報J1941年2月

1日付4顔。

(11) I新機構に議進・、仁}II府総力諜かきのふ庖開き・初代課長は上回さんJ W京城包報J1941年1月

16臼付4面。

(12) r総務等五部設置・役員はこ本立・仁川府連盟機構更新J W京城日報J 1941年2月7日付4面。

(13) 国民総カ連窓誕生半年後の4月1臼，御手洗宣伝部長等 12人の視察委員による「総カ運動現地

視察報告会」が行われた。約80項目の改善事項が報告されたというが，以下の9項呂は報道に

よって知ることができる。

-実践事項，宣伝文，各種通牒などそもっと平易，鰭潔，明瞭に書くこと



臼本統治下末期の朝鮮における日本語普及・強制政策

-下部連頭理事長たるべき町総代または毘長等に手当制度を公認すべきである

.下部組織指導者の人的整備の必要がある

-下部組織指導者の訓練を望む

139 

・愛国班を生活必需品の配給機構経済組織の細胞として活舟し統制物資の配給供出機関たらし

めたい

・健全娯楽の配給を施設したい

・常会指導者に時事解説の簡易な参考資料を与へよ

.官公吏の率先垂範を行へ

・農村婦女子の労働力活用

このほか「連盟幹部役員を地方に派遣して各地方の連絡員と出来るだけ多く懇談し中央部の意

のあるところを直接伝へると共に大衆生活の実態に触れて総力運動の指針とすること，町連盟，

部落遼腹などの組織範囲が広過ぎる地方があるが，運営上の便宜を考慮、して適当に再編するこ

と，国語普及の強化を図ること，学校連盟の活用，工場，鉱山連援などが単に連盟を組織した

といふだけで何等総力運動を展開してゐないこと，警察官，金組理事，小学校教員の積極的活

用などが要望されてゐた」とある (r総力運動現地視察報告会・忌僚なく

速かに断行J W京城日幸ゐ 1941年4月2日付1面)。

-今後の改善

(14) r総力運動現地報告【五]・全鮮の指標だ起てノ 大京城・怠け者に総苦11練の鉄槌く京畿>J

減目報J1941年3月初日付1面。

(15) r国語使用を約束・違反者の罰金を献金{仁川]J W京城日報J 1941年5月4日付4面。

「かはった献金一府内滋町京仁トラック仁}l1営業所半島人事務員数名は松浦豊次郊，高山龍雄岡

氏の発起にて四月五日の神武天皇祭を記念し国語普及を程的に朝鮮語の会話を禁止しもし使用

した者は一銭を猿出することに定め，対日までに集まったこ円八十銭を二日軍愛国部に献金し

た なほ同日朝鮮精米仁川支庖共済組合員一同は百円を同部に献金した」

蛇足ながら，同じ紙面に前年末の人口が掲載されている。

(r膨れる仁川府・昨年来現在人口十八万余人・大路を抜き第五位へ【{二}lI]J W 向上J)。

(16) r国語讃美歌{仁川】J W京城日報J1941年6月4日付4面。

(17) r譲美歌の国語化・仁}l1府が基督教団体に慾窓J W京城日報J1941年6Fl7日付4面。

(18) 前掲 r国語讃美歌{仁JII]J W京城日報J1941年6月4日付4題。

(19) r讃美歌の国語化・仁川府が基督教団体に慾懇J W京城日報J 1941年6月7日付4面。

(20) r盟諸の常用化へ・仁川府が町連盟役員を調査J W京城日報J 1941年6月11B付4顔。

(21) r単語なりとも屈語を・府から一般家庭へも慾滋【仁川l】J W京城日報J1941年6月22日付4面。

(22) 対象となった教会は， 0良栄町教会 O簡京町内塁教会。花水町教会。花平調製潔教会

。龍岡町救世間 O長幌町教会く〉金谷町教会 。天主公教会であり，このうち天主公教会の

み毎日，昼間の講習を行った (r閣語の常用から・内鮮一体化へ・耶蘇教各派で‘講習会J W京城

日報J 1941年6月29日付4函)。

(23) r国語不解の連盟員・学務課と各学校提携で指導{イニJII]JW京城日報J1941年7月12B付4面。

(24) rr朝鮮語をやめて国語を常用しませう J と国民総力平南道連盟では各愛関班員に呼びかけこれ

が徹底を期してゐるが，朝鮮語廃止の先駆をなした平壌府庁管財課では携に罰則を設け課員以

下絵仕に烹るまで違反者には係長以上一回十銭，職員以下一間五銭を徴収し積み立て〉ゐるが，

f也の課長から朝鮮語で話しかけられる場合しらずしらずに朝鮮語の会話をなす場合があるので
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府庁全体に管財課同様の罰則を設け厳重なる取締を要望してゐる」

(，鮮認を使へば罰郎{王子壌JJW京城日報~1941 年 5fl 31臼付夕刊3面)(下線部分は繰返記号)。

(25) ，画家総力戦遂行と内鮮一体の大方針徹底のためには一間一語の必要を絶対とするとの建前の

下に平壌府庁では塁走に罰則まで設けて吏員の朝鮮語禁止，国語使用を断行したが，平南道庁幹

部の情報委員会でもサ一日午後の例会で国語を解する庁員の毅鮮語使用を禁止し，

励行する一方，道民全体にも盟語の積極的普及を圏ることに決定，道各課長を通じてこの方

針を庁員会体にー潜徹底させることになったJ (，戟鮮語の使用禁止・国語奨励へ平南道の街{平

壌電話JJ W京城B報~ 1941年5月23日付5商)。

(26) ，仁川府内の学校巡り(:h，).児童から家庭へ的・臨認の話方を指導く畠栄由民学校の巻>J W京城白

事長~ 1941年7月6日付4額。

(27) ，国語常用証を三年以上六年までの全児童に最初五枚づっ配付，相手の誰を開はず話し合ふ時

に韻語を使はないものがあるときはこれを発見したものが旋を犯したものと認定一枚づつを取

りよげ，その罰期として五枚全部を取り上げられたものは-J展開引きつ fいて掃除をなしまた

五枚を取上げた所謂監視者は，鉛筆一本を給与するといふことにしたものJ (，圏諸常用証・聖

心校の妙案{新義チHJJ W京城日報~ 1941年5月20日付5面)。

(28) 例えば，初等校の経営・米人引揚後の対策JW京城日報~ 1940年 11月12日付がある。

(29) r新しき半島風禁(2)・休暇を利用して帰省学生によって関語会解運動JW緑旗』第6巻第2号，

1941年 2fl. 175頁より重引。

(30) 向上.176 

(31) 向上。

(32) 向上. 176~177 頁。なお，悶語全解運動」は岩下の意見によるという。

(33) 申込は 2，500名もいたが，厳選し 800名としたという(向上.177頁)。

(34) 向上。
の にする

(35) 官官掲，街畠均 f 日帝Qj日本語普及政策叶1関電研究一日帝末期 (1937~1945) 

熊大学校磁士論文.1995年.67 

慶

(36) ，総督府では国語普及のため例年圏諸講習会を開き全鮮各僻地にまでこれを行ひーケ所につき

五十五円の補助費と所要教科書の無償配布を行って来たが，本年度は全鮮に一千箇所講習会を

開催し会員を地方青年隊員本位とすることになった，これは銃後の第一線に起つ青年隊員は有

常時を間はず、関誌を以て指揮，命令，伝達，訪11話を行ってゐるにも拘らず若し一人でも麗

語を解さない者があっては隊の行動が乱れることを菱へたもので，また青年隊員を通して国語

普及の一単位ともなし得る一石ニ鳥を狙ったものである，地方によっては講習会員たる青年隊

員が少数で収容の余裕があった擦には一般人の受講を許すことになってゐる，なほ講習会各道

割当は友の遜り

企京畿 110 A 忠北 45 A忠南 66 Aさを北 68 A全南 100 A慶北 101 A慶南

97 A黄海 87 A王子商 63 A平北 77 A江原 74 A成南 67 A成北 45J (，青年隊

員中心に・一千の国語講習会を揖き・訓練伝達を完壁化JW京城臼報~ 1941年4月18日付夕刊

2部)。

(37) ，第二回全朝鮮国語普及遂動は全鮮二百の中等学校生徒一万人から推進隊を選んで二千四冨万

民衆の盟諸全解に遜進することになり主催者側は毎日新報，国民訓練後援会と後援する総督府

学務局，警務局，総力遼擦などが万全を期してゐるが推進隊学校別人員は次の如く決定した，
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これ等の推進隊員は各学校で使用教本で教授方法を授けられ，暑中休暇中十日乃奈二十尽閤

づ〉各部落で一日二時間づ〉閣議初歩を教へるものである

中央中学三O名， 7南項高女一五名，徽文中学五O名，進明高女二九名，晋チ1'1高女五O名，成輿

永食中学五九名，協成実業一二名，五山中学五O名，平壌聖緩女高一七名，北青農校五O名，

北青公立職業五O名，淑明高女五O名，祥明実践九五名，普成中学五O名，貞{雪女校二一名，

培材中学六O名，群山中学一O名，英彰学校ここ名，永岡農校二三名，平壌第二中学五O名，

元山棲氏高女五ニ名，済リ、1'1農校六四名，京城霞芸校一六O名，京城師範二六O名，景福中学五

O名，培花高女五O名，仁川商業三O名，明新中学六二名，全列、|高女一00名，沙票読書道女ニ

二名，開城松都中学校四O名，同徳高女四O名，城南中学五O名，誠信家政女校ニO名，養正

中学問閤名，水原公農五O名，春}l1師範五O名，公チ1'1女部一二O名，城東衡科六ニ名，梨花高

女一六名，京畿高女四O名，新義州、i公立職業三O名，密陽公農五O名，漢城商業二三名，協成

京畿中学三一名，漢栄中学院五O名，笈川保聖三O名，成興永生高女-0名，徳

成女実校八九名，沙竪段高女ニ五名，五一校計二、五五一名J (r全鮮の中等生から・国語の推

進隊、夏休みかに部落を行部J r京城日報~ 1941年7月1日付7箇)。

(38) 森田梧郎「一つの報告一全鮮国語全解運動についてーJ r日本語』第1巻第8号， 1942年12月，

38~39 

(39) 向上， 39頁。

(40) r国語全解運動に推進隊員を派遣・中等学生一万名を動員J r京城日報~ 1941年11月27B付夕

干U3面，および「国語全解運動・推進隊・既に一千余名J r京城日報~ 1941年12月5日付夕刊

3面。後者によれば，中等学校生以外にも「愛国班長，国民学校訪11導，専門学校男女学生等の

申込もある」という。

(41) 内内鮮一体は言語から汐を具現化する一面，半島婦人j習の自覚をイ足して皇国女性の歩むべき道

を把握せしめ更に国民総カ遼動推進の一助たらしむる自的の下に緑旗連盟忠

日よりi清管州邑図警館を会場として家庭婦人夜学会を関催してゐるが本講習会は留諮普及を主と

し持局関イ係系生活改善，衛生，育児法等家庭婦人に時局認識を徹底させると共に常識を溺養する

ことを使命としてゐるため総力連盟側から全楢の支援を得，かつ滋突から街頭へ飛び出した半

島婦人層に関語熱や墨田女性たらんとする熱情が謀長り，かねてから斯る機関の開設を待望して

ゐただけに姿も妾も若きは二十前後から五十幾歳の老婆まで五十余名参加，中には乳呑予をお

んぶしてゐる婦人もあり毎夜八時からアイウエオの勉強と時局講話を二時間づっ非常に真剣に

なって受講してゐる有様は涙ぐましい程である

講師には緑旗連盟会員たるi草地方諜勤務高文パス組の松原矯，総カ諜勤務の金村嘱託，学務課

勤務の城大出大原視学，本年道担任の徳山主事その他道職員教育家，或はそれぞれの専門家等

鋒々たる顔触で全く奉仕的に口口てゐるが講習科目といひ講師といひ恐らく全鮮ーを誇る婦人

講習会といって過言でなく，…十一日夜の如き徳山講師の第一議憲兵の労苦と銃後婦人を結びつ

けた講話には殆んど全部が所も恥ぢずチマで感激の涙をふき終って、実にい〉お話しを聴かし

てくれましたかと口々に感識の挨拶をしたといふ嵐に臼毎に新な感激を与へてゐるので本講習

会は予期以上の効果を粛すものと期待されてゐるJ (r国語普及を主に・一般常識も遜養・誇る

家庭婦人夜学会{清介I]J r京城日報~ 1941年4月初日付4溜)。

(42) r京城大和塾では事業の一部として「内鮮一体は先づ国語普及から」といふモットーの下に国語

講習会を府内全域において開催し府内七ケ所に話下大和議会員を講師として派遣，無産兇童並
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に米就学青年婦人等に「アイウエオ」から懇切に教授してゐるが既に府内講習生一千三百名に

達し全鮮盟諸普及運動の中核をなしてゐる，府内の各議官幸会は左の如し

京城大和塾本部，子L徳田語講習会，東部盟諸講習会，占禁石，龍山?，東大門，城北，橋北J ( 

「大和塾国語講習会J r京城日幸匠~ 1941年5月1日付3面)。

(43) 長田欣也「ファシズム期の思想・宗教統制と『皇民化』政策一植民地朝鮮における教議師・保

護司の活動を中心に一J r民衆史研究』第49号， 1995年5R，民衆史研究会， 67貰。

(44) 高原克己「大和塾の設立と其の活動J r朝鮮』第317号， 1941年10月， 30 

(45) 向上， 31頁。

(46) 前掲，森悶梧郎「ふたたび閑語対策協議会に出席してJ r文教の朝鮮』第189号， 1941年5月，

40 

(47) 前掲，高原克己， 31頁。なお，詳細は，京城大和塾 12箇所 2，094名，成輿大和塾2箇所 140 

名，清津大和勢l筒所 160名，平壌大和塾2箇所 254名，新義州大和塾7箆所 1，172名，

大路大和塾1箆所 100名，光州、!大和塾3箇所 250名，計28箇所， 4，170名であり， 1941年

8月初日現在，講習会終了者が「ニ千余名」だという。

(48) 向上。

(49) 前掲，関語全解運動・推進隊・既に一千余名J r京城日報~ 1941年12月5臼付夕刊3面。

(50) ，酪語常用に努めよ・、学生関に近時弛緩の憾ありか・局長会議席上南総督訪iI示J r京城日報~1941

年10R 1 E3付夕刊。

(51) ，裏民の道は盟語から・局長会議席上・南総督三度訓示J r京城日幸良~ 1942年4月15日付夕刊2

部。

(52) 原文は不明で、あるが，新聞報道は次の遜り。

「、家庭に職場に街頭に，極力国語使用のことを慾慈してゐるにもかかはらず最近や〉もすれば

励行されてゐないのは遺憾である，殊に次代の中擦ともなるべき中等学校生徒潤でその甚だし

い例をみるかと南総脅から警告を発せられたのに鑑み学務局ではこのほど更に盟諸普及熟口生

活化を奨励するため各道あて学務局長通牒を発した

国語使用こそは内鮮一体を呉現する最も容易な第一歩であり，初等，中等， 大学の別

なく全学校では如何なる事情を間はず国語使用を奨励して来たが始政舟ー湾年を迎へた今日で

はますますこの原則を徹底して学校から家庭へ街頭へと国語の生活化を臨らうとするもの

今後は教室にあって締弟の間ではもとより学生，生徒，克玄関の臼常会話でも絶対に国語を使

用し，その熟達錬磨に努め関語使用の雰囲気を醸成せしめようといふのである，なほ国語使用

奨励の異体化としては各学校で学校経営案作製の場合，その具体的方法をとり入れてその奨励

策を考究してゆくことになったJ (下線部分は繰返記号) (，学園家庭を聞はず歯語を使ひませ

う・学務局から各道へ機J r京城日報~ 1941年10月8日付3面)。

(53) 持上。

(54) ，ゆるぎなき内鮮一体の大濠想実現はまづ箆語普及から出発しなければと国民総力京城府連盟

では今田府内宮升十一ケ町連盟機関を総動員して盟語普及運動を展開することになった，実施期

は大体七月中旬頃で目下これが普及方法についてはいま一応各町連盟の意向並に事情なども聴

取研究するが，国語講習会場は国民学校に指定される模様で，従って講師の陣容も毘民学校の

先生が中心となるものと見られてゐるJ (，町連盟を総動員・国誌を普及・ 7月中旬から講習会」

『京城日報J1941年6月20日付7箇)。
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でを

(55) r国語普及遼動統一・京城府ぺ講習会規定金作成指導J(務鮮諮)w毎日新報J1941年8月9日付

2面。

(56) r上層部にも徹底・三連盟の懇談会JW京城日幸弘 1941年11月12日付3面。

(57) r電車，パスの中でも国語を常用しませうJW京城日報J1941年11月12日付3面。

(58) r昭和 16.5.23 仁川警察署・軍司令官宛不穏投書犯人検挙ニ子スル件・京城府松幌町八七 山

本願主主 二五・本名ハ昭和十六年三月下旬予テヨリ抱持セノレ学校当局ノ忘願兵勧誘ガ強制的ナ

リトノ穆僚ヲ靖スベク便筆紙一枚ニ f先生半島を何と思って居りますか卑しくも合併した暁と

してするべき手段ですか志願兵を強制的にして何んの効力があるぞや今に見ろ先生の横腹を抜

くぞ』云々 ト朝鮮軍司令官宛不穏投書ヲ為シタルモノナリ・保安法違反 昭和16.7.19送

局・起訴・昭和16.9 .18・懲役十月J(，民族主義事件検挙状況(自昭和15年11月歪昭和16年

10月)JW昭和16年12月⑫第七十九回帝国議会説明資料 朝鮮総餐府警務局J81貰 W朝鮮総

督府帝閣議会説明資料』第10巻，不ニ出版・復刻絞， 1994年)。

(59) r昭和16.5.23 仁JII警察署・善隣商業学校生ノ不敬不穏言動事件・(改)宮本主主政 当18年・

9 fj 18日懲役一年J(，鮮内学校職員並学生生徒ノ，思想、事件検挙誠(自昭和 15年12月至昭和16

年9月)J W昭和国年12月⑫第七十九国帝国議会説明資料務鮮総督府警務局J54頁朝鮮総

督府帝国議会説明資料』第10巻，不二出版・復刻版， 1994年)。

(60) rw大きい兄さんと小さい兄さんの夢を見るJ(忠清南道)一太平洋戦争犠牲者遺族会で日本に補

{賞を求める 李走破さん(京畿道水原市在住)-J W証言植民地体験 ポンソンファ(鳳仙花)

日本統治下の較鮮・サハリンの生活一』札幌民衆史シリーズVllI，札幌郷土を撮る会， 1997年，

90賞。

第四葉 徴兵制度導入決定 (1942年 5月)に伴う日本語普及運動の活発化

朝鮮への徴兵制度導入は， 1942年5月8日に閣議決定され，翌9日発表された。この徴兵制度

導入発表に伴い，朝鮮における日本語普及運動に拍車がかかったことは先行研究の指摘してきた

ところである。この藍前の S月6日，国民総力朝鮮連盟は第44回総力連盟指導委員会を開催して，

「毘語普及運動要綱」を付議し決定した。

富田論文によれば，朝鮮への徴兵制度導入は，既に 1938年2月に公布されていた「陸軍特別志

願兵令」制定過程では「明確な射程距離内に(中略)見通し得なかったj ことが明らかである{ひ。

また，宮田氏は，朝鮮総督南が1942年3丹に上京した際汽醸構軍および東条首相と協議したこ

と(~南次長む 伝)，帰任後の定例長官会議では徴兵誠について報告されていなかったこと(水田

富国へのインタビュー)から r南総督のみは，事前に中央政府から相談を受けて了承していたこ

とは確認できるが，その地は局長クラスでさえ知らされてはおらず」という状況を推測してい

る(九とすれば， 3月末以後の皇民化政策，日本語普及関係の動きに関する甫の発言は，徴兵制度

を意識したものと考えても良いのではないだろうか。

そこで r戦時下の国語運動の(中略)根幹Jのーっといわれる 1942年5丹6日の「国語普及

運動要綱J を前後する日本語普及・強制の動きを，徴兵制導入との関係を意識しつつ検討してい

きたい。

〈朝鮮青年体力検査への動員〉

1942年3月 1""' 10日に，輯鮮軍が朝鮮各地で第一四朝鮮青年体力検査を行った。検査の対象は，

1942年3丹2日を基準として「満十八歳及び満十九歳の半島人男子に限る」とされ，府・郡・
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庁所在地の現住地主義で行われた(九体力検査実施に関する大野緑一郎総監談話には，この目的と

して「半島青年の身体の状況を調査して今後の情勢に依りでは志願兵制度の拡充をなし，或は労

務動員の適正化を図る上の基礎資料を得んとするに外ならないJと発言していたへこの実施にあ

たっては，関民総力朝鮮連盟も協力しており，まさしく「軍官民」の総力で「一人の検査漏れの

ないやう」に青年を体力検査へ動員した(6)。この結果を検討する塵談会が3月初日に京城府民館

で開かれ，集まった軍・総督府・総力連盟関係者等が意見交換を行った。その中で，高橋軍参謀

長が「国語普及の重大さをこの体力検査を通じて非常に痛感した」こと r盟諸の徹底普及が刻下

の急務」であることを強調している(7)。体力検査が「洩れなく」実施されようとしていたことは，

将来兵力となるべき朝鮮人青年の体力を知ることに直結する。朝鮮軍が体力検査を主導していた

ことを考えると，徴兵のための壮丁検査の予行演習的意味もあったのではないだろうか。

〈学務課の徴兵制度に関する鵠査〉

4月9日付で，朝鮮総督府学務課が「徴兵制度ニ関スル件・壮了数調」を行った形跡がある。

この文書は鉛筆で走り書きしたもので，大野緑一郎文書1265として残っている。書き残されてい

る内容は r内地y 朝鮮の就学歩合， I日普通学校(六年制)卒業者数，自本語普及状況，推定学

齢児童，青訪"所数(在学生，毎年卒業生推定を含む)，男子年齢別数 (16"-'20，20"-'40歳)，特定

技能ある (16"-'50歳)の各項目であった。「国語普及状況」では 1940年末で「盟諸ヲ解スル

者」が3.573.338名 r総人口ニ対スル百分率」が15.57%と示されている(九この文書と南の関

係は不明であるが，次に取りあげる 4月14臼の定例j局長会議における南総督訓示の中の「今日朝

鮮内に於て国語を解し得る者尚盛かに十五%内外に過ぎざる状態に在るは海に遺構」という部分

が震なる。しかし，この数値の震なりは外の資料から南が沼本語解得者のデ…タを得た可能性も

あるため，ここでは，学務課が徴兵制度に関係する、調査をしていたか事実のみ指摘するにとど

めたい。

<r国語普及運動J徹底に関する総督訓示〉
4月14日の定例局長会議において，総督南は「圏諸普及運動Jの「徹底」に関する訓示を行っ

た。後述するように， 1942年5月の留民総力朝鮮連盟による「関諾普及運動要縄」の決定に直接

影響を及ぼしたものと考えられる。この訓示によれば r国語普及」の指示・訓示については 1941

9丹30日の局長会議， 1942年2月38の「局長会議及び、総力運動指導委員会」に続いて三度自

だという。しかし，内容を検討すると， 1) 1941年9月初日の訓示は，前主主でも検討したように，

「各学校特に中等校以上の学校Jにおける「閤語常舟」の「弛緩の傾向」に対し律することを求め

るものでありへ 2) 1942年2月3自の訓示は r婦人の教育未だ充分なら」ざるために「嬬人啓

蒙運動Jを進めるべきこと r教育機関に携はる者」が「校の内外を間はず，常に国語を奨励し積

極的に教導訓練することJの必要を訴えており(川，向じ「国語」使用に関わる訓示でも，その対

象が全く異なっていた。これらはすべて日本語普及運動の流れで一括りにすることも可能だが，

それぞれの関心の向き方に着目すれば，その時点でのそれぞれ別な実状認識，課題が浮かび、上がっ

てくる。

この観点で1942年4月14日に行った南総督訓示を見てみよう。

盟諸普及については昨年九月好日の局長会議において指示し特に学校においてその範を示

すべきこと，更に本年二月三日の局長会議及び総力運動指導委員会において指示する処あり

爾来各府郡面に民間一殻に国語の普及については鋭意これが徹践に努め来りたるところであ

るが，市も今日朝鮮内に於て国語を解し得る者尚額かに十五%内外に過ぎざる状態に在るは
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掬に遺憾で、ある，国語は臨民の思想，精神と一体不離である，又国語を離れて日本文化はな

いのである，即ち半島人の真の皇国臣民化は半島民衆をして国語を解せしめ国語を愛用せし

むることを以て効楽大なりと借ず，国語の普及こそは内鮮一体の絶対的要件なりと云ふべき

である，今日帝国が大東亜共栄障の確立に蓮進し，東亜の盟主として鹿くその指導の地位に

立つべきの秋に当り，内鮮一体以て国家総力戦の一翼を担当すべき半島ニ千四百万民衆は日

夕思語を常用し得るに歪らなくてはならぬ，勿論従来においても国語の奨励施設はなされ相

当の成績は挙げられてゐるが，日支事変，大東亜戦争以来，北支，中支， jj誇支，就中マレ

半島，昭南島，比島等に国語研究及び普及機関の設置並にこれが常用の趨勢自覚しき状況を

観るとき，朝鮮に於ては中央，地方を通し更に国語の全解運動を一段と徹唐して展開するこ

とこそ，正に焦眉の喫緊事であると考へられる，南方に於る土着民中に国語を理解しあるも

の砂からざるに対して南洋にある半島人にして之に応答し得ざりしものありとの実例は決し

て稀有にあらざるなり，国語普及の方法としては一面国民学校教育を拡充し学校より更に家

庭に普及せしむべきことは勿論であるが地面これと併行してー殻民衆を対象とし臨民総力運

動として強力にこれを推進して行きたいと思ふ，但し朝鮮語使用を禁ずるにあらず特に実際

問題として大半以上国語を解せざるものある今日に於ては国語奨励を朝鮮語廃止なりと誤解

せしむるが如き急激且つ無理なる強制に出でざる用意肝要なり

この訓示で注目すべきは， A)朝鮮人の臼本語解得率 15%内外の数値には不満を持っているこ

と， B) r大東亜共栄圏」において「国家総力戦の一翼を担当すべき」朝鮮人は「日夕国語を常用

し得るに至らなくてはならぬ」と強調していること， c) r南方に於る土着民中に国語を理解しあ

るもの勘からざるに対して南洋にある半島人にして之に応答し得ざりしものありとの実例」があ

るが，これは「決して稀有にあらざるJ こと， D) r国語奨励を朝鮮語廃止なりと誤解せしめ」て

はいけないことである(1~特に，日本の勢力が東高アジア・南太平洋方面まで及ぶ、ようになって，

志願兵(将来的には徴兵で)としての出征も現実化してきている。そこで r南方J の

にも劣る臼本語の出来ない朝鮮人の姿をクローズアップし，商方の土着民に対する一種の差別感

を土台に，この抑圧構造を利用して，日本語の醤得へ向かわせようとする論理が見られる。

総督による「国語普及J の強調は，この直後の 4 月 20~22 日の各道知事会議においてもなされ

(資料)

間関語義号ゑJiI!皇民91 葉耳L、百

学島人豆 大東亜戦争斗1参加さトオ! 鴇<>l

南洋方面吋11 7トペ 柴光とた討を

軍役吋l活動さト七 λト苦豆 ラ!斗

ユ司斗ユ号字島青年中叶lミラ

ニヱ美 豆叶01号外 調語主主妾ミラ 菅斗1

針答英詩主ラ λト替玉 ')!;: 美許斗

皇閥臣民J主主主 î Ef ユ吾斗 指導者豆λT
曽ロト斗蓋恥警曽包7ト?

園民織力成鏡北道聯盟

<訳>

民F国語を知らなければ農民の蓋恥噛

半島人も大東亜戦争に参加するようになり

南洋方面へ行って栄光なる

芸区役に活動する人もいる

しかし，彼ら半島青年中には

現地土着民らが菌語でたずねた言葉に

答えられない人もいるようだ

として，また彼らの指導者として

どれほど恥ずかしいことか?

国民総力威鏡北道連盟

威鏡北道「国語全解運動実施状況J1942年5月(大野緑一郎文審1203・『成鏡北道管内状況』所収)
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た。「総督指示」全30項呂中のこ番目に「国語常用徹底に関する件(苛政局，学務局共管)Jが掲

げられ(1九各道知事問でも議論になった(後述)。

このころ「大東亜共栄圏J の各占領・軍政地では日本語普及が積極的になされだし，時期は前

後するが，文部省でも「国語対策協議会」が関犠された(第一囲は 1939 年 6 月 20~22 日，第二

聞は 1941 年 1 月 20~23 日)。この協議会は r日本語教科書の編纂のために，文部省が朝鮮総督

府，台湾総督府，関東局，南洋庁，満州、i閤，さらに興亜院の華北・華中・蒙彊・慶門の各連絡部

の関係者を招いて開催した会議」であった{叫。日本の支配の及ぶ各地から関係者が招かれたわけ

である O 協議会では「各地に於ける日本語普及の状況」が議題とされ(1ヘ様々な実態が報告され

たと想像できる。「南方」の日本語普及と比較される機会は十分にあり得たであろう。

〈薦方占領地「土人」との対比による「皇民化J志向の期待〉

ところで，総督訓示の「南洋にある半島人」とは一体どういう人達のことであろうか。少なく

とも，倖虜収容所監視員たちのことではなく(同，志願兵でもないと思われる{川。総督訓示のこの

趣旨は定例道知事会議第三百自の4丹22自にも松村忠清南道知事が取りあげている(l九これに

よれば人忠商の半島人労務者が南洋に出向いた際，土人から日本語で話しかけられたが返事出来

ず日本入国籍を疑はれた」ということだ。 1942年4月はじめには，既に「南方」で「軍属Jが戦

病死・戦死している記録もあり(川，これは呂本軍が「南方」進攻をしたために超こった労働力動

員が原閣でもたらされた事態であったといえる。

「南方Jと日本語との関係は，総督の訓示のみにはとどまらなかった。 5丹以降展開する「国語

全解運動」の中で，少なくとも威鏡北道がこの論理を利用し「国語を知らなければ農民の義恥J

(朝鮮語)と題したピラを作成し，この存在が知られる(川。これにより日本語普及を促そうとした

のであった(資料参照)。

以上をまとめると， 1942年S月の「国語全解運動Jを促したものに4丹14日の南総督訓示があ

り，そこで用いられた主要な論理に「南方」との対比の存在を確認できた。さらにさかのぼれば，

要因のそもそもは百本の「南方」への侵略にあり，侵略地でも日本語普及政策が進められていた

こと，侵略に伴う労働力動員のそれぞれが，高の訓示における「霞諾の全解運動を一段と徹底」

する論理を構成したのであった。

〈国民総カ朝鮮連盟による「圏語普及運動要綱Jの決定〉

国民総力朝鮮連盟は 3 月 27~28 日に「朝鮮総力各道連盟事務打合会」を開催している。その

指示事項・各道明年度事業概要を見ると r明年度強調事項の概要」の六番目に「国語普及とこれ

が常用J の項目は見られるが，道レベノレになると日本語普及に関する事項を掲げている道は，忠

清北道・全羅北道・平安北道の三道でしかなかった(2九ところが，上述した4月14日の総督訓示

に対しては素早い対応を見せている。まず，総力連盟事務局総長川岸文三郎(2川ま「総督訓示に却

応」して，郎日日本語の普及徹底を強化する旨の談話を発表した{問。 4月16日，総力連盟の第三

由理事会を開催して r昭和十七年度総力運動方針}23lを定めた。この「運動ノ重点」に「閤 婦

人啓発運動」と「六 盟語生活ノ徹底}24lが含まれている。婦人の啓発には日本語の解得をも含む。

総力連盟としての独自の活動は 5月6日の第44回総力連盟指導委員会における「国語普及運

動要縞」の付議と決定であるが，この直前の 5丹2日，総費府と総力連盟関係者が集まり r第一

回国語普及打合会」を行っている。この打合会では r国語生活を目標に手近な各種地方官公施設

盟体に国語の常用を奨励する一方閤民学校を通じて家庭に普及をはかるため全鮮三千百ケ所の国

民学校内に国語講習会場を設置，問所を基点に盟語常用運動を捲き超すことを協議}25lした。まさ
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に，本格的な臼本語解得に向けた「罰語普及運動」の開始を合意したものだった。実捺上，総力

連盟は，朝鮮総督府内の指導機関である司政局との関係で総督府と湾然一体であったし，事実，

「司政局では学務局，警務局，情報課，総力連盟と協力して全鮮的に展開すべき運動要繍を作成，

成案を得たので，六日の指導委員会の協賛を得たものである}26)という報道記事からは f要綱」

案の作成がまさに総督府内で行われていたことを知れる。このようにして 5月6日，総力連盟

指導委員会で「菌語普及運動要J楠」が決定され(2九 9日に発表となる朝鮮人への徴兵制度導入と

あわせて，日本語普及に，さらに強制的意味あいが強く込められていくようになる。こうして，

「本要綱を基調として全鮮各道にあってそれぞれ各地域に適した実施策を作成，全鮮一斉に国語常

用運動を展開する」ようになった。

第四重量 註

(1) 宮田節子『朝鮮民衆と「農民化J政策』未来社， 1985年， 52賞。

(2) f南総督あす東上J r京城日報~1942 年 3 月 6 日付夕刊 1 話。「総督東上臼穏 六日午前十一時tt
八分京城駅発，八日鎌倉着，静養の上東上， tt五日帰城の予定」とある。
(3) 前掲，宮田節子 (1985年)， 127頁の註(6)。

(4) f <索報〉青年体力検査三月上旬実施J r朝鮮』第321号， 1942年2汚， 65頁。

(5) 同上， 64頁。

(6) f洩れなく受けよ・)11岸総長 持尾の奮起を要望・晴れの、体験グ・あと二日J r京城日報~ 1942 

年3月8B付4面〈京城版〉。報道は以下の通り。

f)11岸総力連盟事務局総長は F体力検査に最後の努力を望む』と七日友のやうに奮起を強調した
ママ

朝鮮に於ける画期的施政である半島青年の体力検査の成績は翠官民一致の総力態勢に依り逐日

良好なる成績ををきめつ〉あることは半島の前途に一大光明を点ずるもので淘に御回覧に堪へ

ないところである，然し検査期間の終了は既に自前に追ってゐるので，この擦愛国班長をはじ

め各連盟の指導者においては自己の受持範関内より一人も検査漏れのないやう捧尾の活躍をせ

られ，有終の美ををさめられるやう希望して止まない次第であるJ (下線部分は合字)

(7) f会鮮を赤誠と感激に塗りつぶし去る十日終了した第一閤朝鮮青年体力検査の状況やその結果

を検討する座談会が対日午前十時から京城府民館で開かれた，朝鮮ではじめての青年体力検査

から得た愛重な資料を検査各関係者が一堂に集って語り合ひ，その結果を有効に活用しようと

いふのがこの集りの根誌である。軍から高橋参謀長，倉茂兵務部長，和田参謀，海軍から武官

府黒木大佐，総督府から石田厚生局長，向保健課長，八木警務課長，荻野技部，総力連盟から

)11岸事務局総長，御手洗宣伝部長，鳥川i総務部長，京城府市木干士会課長，稲田東大門署長，城

大涯学部今村教授，それに開業医の宇野検査正医官ら八十余名が出席， (中略)最後に高橋軍参

謀長から体力検査を通じて現れた半島青年の思想、動向や体育状況に対して率直に所信を披渡，

午後一時有意義な座談を終った(中略)

高橋軍参謀長 関諮普及の護大さをこの体力検査を遥じて非常に痛感した，今後このやうな活

動には国語を解する，解せない如何によってその目的の完遂如何を左右することだ，それがど

うだ，半島のこ都，特に婦人にあっては五分しか国語を解せないことをこの検変に地方を廻っ

て確めた，回諾の徹底普及が刻下の急務である，次は戸籍の整潔である，戸籍令があるのに，

無籍者が多くゐるとは半島の恥である，警察，愛国班通じて無籍者の狩出しに努めて欲しいけ
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(以下略) (r無籍者をなくし・盟諸を早く知れ・初の、体検戦果H を衝く(座談会)Jr京城臼報』

1942年3月31臼付夕刊2酒)。

(8) 朝鮮総督府学務課「徴兵制度ニ関スル件・壮丁数調J1942年4月9日調(大野緑一郎文書1265)

(9) r密語常用に努めよ・、学生間に近時弛緩の憾ありヘ局長会議席上南総督訓示J r京城日報』

1941年 10月1日付夕刊。

(10) r指導者日本の重責・教育者と婦人層の決意促す・定例局長会議席上:南総督の訓示J r京城臼

報~ 1942年2月4日付夕刊1面。報道は以下の通り。

「南総督は三日の定例局長会議にて約升十分に亘り左の如き訓示を行ひ敵性問の窓、想謀略対策，婚

人の啓蒙教養，教育機関に携はる者の爾期的刷新の三項目に就いて所信を披露，大東亜共栄圏

の指導者育成の霊資を担ふ殺として家庭にあっては母性のカ，外部にあっては小国民錬成の任

にある教育者の一大決意を促した{写真=南総督}

一.敵'性障の思想謀略対策 調各

ー.婦人の啓蒙教養 時局下における婦人の任務は愈よ重要なり，近来半島婦人の戸外に働く

もの檎多きを認むるは喜ぶ、べき現象なるに，その大部分は尚依然として戸内にあり，又時局

の認識に付ては甚だ不充分なり，従って二千四宮万の半数を占むる婦人層の自覚活動はこれ

を内地に比較すれば著しく劣り，動もすれば流雪量言語に迷はされ易し，斯くては銃後に於け

る国民志気の昂揚に影響するところ砂からざるべし，大東頚戦争完遂の機会を画し本職は半

島に於ける婦人隠の啓蒙教養に一段のカを注がんとするものなり，これが為婦人の務は

第一 一家の主婦として家政を可り一家の生活を時局の要請する戦時体制に郎応せしむること

第二 男子の勤労部面の多くなるに従い婦人の勤労が能率化せられねばならぬ，特に農村に於

て然り

将来を荷ふ国民の母として子女を養育し家庭教育を担任すること

然るに半島婦人会にあっては婦人の教育未だ充分ならず，関語を解し得るもの七十七万人に過

ぎず，此の如き予言様にては以上の如き話的を遼するは甚だ閣難なり，依って新に婦人啓蒙運動

を展開すること緊要なり，本選動の目標は主義罷伝統の口道に則って婦徳の源養，子女教育に重

点を置くにあるが，特に前述第三項に全魂を注いで忠良なる皇国臣民を育成し内鮮一体を呉現

せしむるを要す，これがためには先づ婦人の党躍を促し，忠誠なる母性の培養を留り，婦人の

生産的活動と時局の認識とを場進せしむることを根本義とす

本運動の実行は国民総力運動の一部門としてこれを推進することとし主管局及総力連盟におい

て研究企画指導笑行に当らしむることとす 今や従来の愛国婦人会，国防婦人会，連合婦人会

を打って一丸としたる大日本婦人会の発足に当り朝鮮に於ても大臼本婦人会朝鮮本部を設寵す

ることとなれり，放に本会に於ても将来総力運動の一翼として婦人啓蒙運動に就き活躍せられ

んことを望む

三.教育機関に携はる者の繭期的刷新 従来学校教育と笑社会とは動もすれば遊離せんとする

傾向砂からず

大東頭戦争は亜細堕十億の民衆を米英の授稔より解放日本を盟主とする大東亜を建設せんとす

るものにして英の着想、は高遜其の所期する処緩めて遼大なり，職に教育に携はる者は其の目標

を大東亜の指導者たるべき忠良有為なる皇国臣民の錬成に震き校の内外を関はず，常に国語を

奨励し穣緩的に教導訓練すること極めて肝要なり 特に間災学校に於ては児童の感受性に禽め

る時期なるを以て教育者の熱誠と垂範とは児童に影響する処甚大なるを想、ひ，大東耳主戦争を契
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機として教育界に一大時期を画するが如く教育機関を刷新するに遺憾なからしめんことを望

むJ (下線部分は合学)

(11) i皇民の道は国語から・局長会議席上・南総督三度認可示J r京城白報~ 1942年4月15日付夕刊2

面。報道の冒頭に次の記事がある。

「南総督は十四日の定例局長会議席上器語普及運動についてその徹底を期する訓示を行ひ，

は閤民の思想精神と一体不離であり閤語を離れて日本文化は考へられない，半島人の棄の長田

臣民化は半島民衆をして国語を愛用せしめることであり国語全解運動こそは内鮮一体の絶対条

件であるとカ強く国語の普及奨励を説いた，閤諾普及，全解運動に関しては昨年九月対日，本

年二月三日の各局長会議及び総力連盟指導委員会席上訓示を行ってをり，今回は三度目であり

知何に総督が国語普及について熱意を蔵してゐるか f伺はれるものである。」

(12) i知事会議・指示事項J r京城日報~ 1942年4月21日付l面。

(13) イ・ヨンスク(李折淑) rr閣諮」という思想一近代5本の言語認識』岩波書感， 1996年， 292貰。

この第 14 章 rr共栄簡諾』と日本の『国際化~J で r思語対策協議会」が中心に取りあげられ

ている。

(14) 朝鮮から「協議会Jに出席した森田梧郎はその報告を『文教の朝鮮』で行っている。そこでは，

戦鮮の日本語普及の現状と計画を示す「国語普及並に思議教育に関する資料」の一部が紹介さ

れており興味深い(森田穏郎「ふたたび国語対策協議会に出席してJ r文教の朝鮮』第189

1941 年 5 月)。なお季刊現代史~ 8号でも紹介されている。

(15) 停虜監視員は， 1942年5月1日ミャンマー(ビルマ)のマンダレ…占領による「南方進攻作戦」

が一段落した後に出された方針「南方に於ける停虜の処理婆鎖の件J(1942年5月5日:兵姑総

監部発南方軍宛還燦)で， rf字虜収容所編成に方り之が警戒取締の為朝鮮人及台湾人を以て編成

する特殊部隊の充当を予定すj という構想から実施されたものであるため， 1942年4月段構で

はまだ存在していなし， (内海愛子，村井吉敬『赤道下の朝鮮人叛乱』劾葱書房， 1980年， 27~28 

寅。引用は「新装版 (1987)J より)。

(16) 朝鮮における陵箪特別志願兵の第一期生は，1938年に募集され r龍山の京域経箪第一志願者謬11

練所で六カ月間 (1941年からは四カ月に短縮)の訓練を終わると翌39年から入隊」した(林え

いだい『証言集・朝鮮人長軍兵士 ニューギニア戦の特別志願兵』柘極書房， 1995年， 13 

「訓練所教育を終えた訓練さ色は， 42年6月までに約七千名に達し，現役あるいは第一様充兵とし

て朝鮮箪に入隊し，その内六都内外の者は上等兵に進級し，直接日本の F戦力増強』の一翼を

になわされたJ (宮間節子 F朝鮮民衆と「農民{I::;J政策』未来社， 1985年， 75頁)。このうち，

「龍山の第二O師団は， (中略)対ソ戦に備えて訓練をしていたが，突然，行先変更で南方戦線

行きとなった。日本睦箪の中で，温存していた精鋭を誇る自前回で，その中には約三千人の朝鮮

人志願兵が含まれていた」という(林えいだい 前掲脅， 10~11 貰)。また，張隅黙(第ニ0締

団第七八連隊)の手記「東部ニューギニア島参戦記」には r当時，南洋方衝に派遣された十八

箪と去ふのは，ニO師団，四一部団，五一師団以外に，軍直轄独立部隊及び棺当な数の空軍と

海軍を併せて，約十四万名の兵力をもって成り立っていたjとあり rその中で私が所属してい

た部隊は，京城(現ソウル)龍山において所謂勅令九十五号『朝鮮特別志願兵制度』によって

選抜された，甲種合格者韓国人志願兵一千余名をふくんで，約四千五百名の連隊兵力であった」

と記されている(林えいだい 前掲書， 271~272 頁)。林が開き取った証言の五つからは，彼ら

は「南方」へは行ったが r南方」への出発は金時瑛(第ニ十師団務室第二十連隊)の 1942年
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11月23日パラオ着という証言を除いて，残りは 1943年1月はじめに釜山を出発しているた

め，いずれも 1942年4月段階の総督訓示に反省する対象とはならない。そのうえ，そもそも日

本語能力に欠ける者は志願兵に合格しなかったであろう o

(17) ，四月十四Bの局長会議席上においても南総督が三度説いた国語の普及徹底化に呼応しでか会

議第二日目瀬戸成鴎知事は

全鮮的に国語の全解運動を展開すべきである

と提唱，第三日目柳生江原道知事が同様盟語全解運動をUJI.ぶ、など本問題を中心に答申した知事

は瀬戸成南，柳生江原，武永全南，松村忠、南，山木黄海，金村全北の六知事で出席知事の半数

に奈ってゐる 第三日自の如き会議席上において鈴}I同政局長より南総督訓示の涛読が行はれ

てゐるなど本問題が如何に真剣にとりあげられたか立窺はれよう，意見としては

瀬戸威南「閣議常用問題は地方的部分的に行ふ性質のものでなく全鮮的にこれを展開してその

成果を期すべきであるJ

武永会南「国語の普及方策としては盟語講習会を各地毘民学校に付設し期間も相当長期にとり

六ヶ月簡を一期として行ふならば昭和廿一年までには全解者五割突破を確保し得ょう」

松村忠商「忠南の半島人労務者が南洋に出向いた際，土人から日本語で話しかけられたが返事

出来ず日本人関籍を疑はれたとの話があるが，新くては大東亜共栄麗指導者の資格も喪失する

結巣とならう，関語普及はまましく大々的に行ふべきである」

柳生江原「青年隊を中心にその普及を関りたい，青年隊員の半数は毘民学校出身者であり，隊

長は国民校訓導が兼ねてゐるからその普及も容易であらうと恕はれる，また工場，鉱山などで

の技術用語，公務上の用語はこれを国語で誇らしめるならばその普及も速かに行はれると思料

する」

金村会北「国語一日一語普及票を作製し樹氏学校児童に教へて簡単な日常語を家庭で普及せし

める，時に該校訪iI毒事が各家庭を査察に赴けばその普及の程度も判明するし優秀なる家庭には標

識を掲げてこれを表彰するなどの方法もある」

などの意見が提起された，その何れもが実行の熱意に燃え， 臼自総督は議事終了後の挨拶〈

に際し

「王子北，威南，威北はこの際よりー属国語普及に努力されたい 会北の施策はほ f満足に近いも

のであるJ

と述べその徹底方を強調奨励したJ

(，定例知事会議・成果の跡を顧る・会鮮的に捲越せ・国語の全解運動・清新溌東日議場を圧す:

臨語常用問題，食糧増産問題，官場の体制服新J r京城日報~ 1942年4月24日付1面)。

(18) ，南方建設の華半島出身の四勇士

南方各地で散華した戟鮮関係海の勇士氏名は二十四日横鎮より左の知く発表された。

横須賀海軍鎮守府発表

..全北益山署s北一溜新龍.a.寧!禽金本 映権(臨月九臼ニューギニャ方面で戦病死)

..全北益出郡北一部新龍竪軍属 高鳳蕃(四月十日ニューギニャ方面で戦病死)

..全北完州都雨田箇案山皇軍旗 高芸春明(七月ニ十一日南洋群島方面で戦病死)

企全北益山郡北一商氷登盟主要属 洪 英主主(三月三十日ニューギニャ方簡で戦死)J

f京城日報~ 1942年9月14日付朝刊(樋口雄一『農家兵ごとにされた朝鮮人-15年戦争下の総動

員体制の研究』社会評論社， 1991年， 111 ~ 112， 122頁から援引)。
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(19) この趣旨に関連するビラが大野緑一部文書に存在する r南洋」のこと着民に日本語で答えられな

かった較鮮人の「蒸耳んは，各地域で広く配られたと想像される(国民総カ威鏡北道連盟ビラ

「国語を知らなければ皇民の差恥J 成鏡北道「盟諸全解運動実施状況」口大野緑一郎文書1203・

『成鏡北道管内状況』所収)。

(20) r総カ運動更に高度化へ・各道連盟、事務打合会開ffii"J r京城日報J 1942年3月初日付2麗，

の真髄発揮・総力運動打合せ会・大成功樫に閉幕」同 29日付2面。

(21) JI!岸文三部は陵軍中将。国民総力朝鮮連盟の前身である国民精神総動員朝鮮逮盟には， 1940年

7 fj，専任顧問として就任し， 10月の富民総力朝鮮連盟への改組出発の捺，事務局総長となり，

国民総カ運動の中心的指導者となった。なお， JII岸は朝鮮第ニ十師匝の師団長でもあった(森

自芳夫『朝鮮に於ける国民総力運動史』国民総カ朝鮮連盟， 1945年3月， 41頁)。

(22) r十四日の定例局長会議における南総督の国語常用普及問題に対する熱烈なる訓示に応へて会

鮮愛閤班では国語常会を開き，国語を通して皇閤臣民の錬成に乗り出すことになった，右につ

いてJII岸逮援事務総長は語る

本年度の総力運動の震点項目のーったる国語愛用の普及徹底に就いては種々異体案を練ってゐ

るが，全鮮的に国語生活の大運動を展開し国語教本の印刷配布地方部落における思議講習に

カを入れ毎月の愛爵斑常会は国語常会と名づけて成績優秀な部落には表彰を行ふなど本日の総

督の訓示に即応してその普及徹底を強化するJ

(r常会は閣議・愛関班起つノ J r京城日報J 1942年4月15日付夕刊2面)。

(23) r昭和十七年度ニ於ケノレ国民総力運動ハ戟鮮連盟実践要綱中重要項目ノ実践ヲ徹底セシメ征戦

貫徹ノ為圏内態勢ノ強化二重点ヲ霞キ半島愚民ノ総カヲ集結シテ如何ナル長期ヲモ戦ヒ抜クベ

キ必勝体制ヲ篠立スルコトヲ方針トスJ (森限芳夫 F戟鮮に於ける掴民総力運動史』国民総力戦

鮮連強， 1945年3月， 116頁)。

(24) r半島人ノ皇国臣民化，内鮮一体の完成上国語生活ノ徹底ヲ期スルハ今臼ノ急務タルニ鍍ミ凡

ユル施設ヲ通ジテ之ガ具現ヲ図Iレコト J (森田芳夫 F務鮮に於ける国民総力運動史』国民総力朝

鮮連盟， 1945年3月， 118貰)。

(25) r全鮮の国民学校に・国語講習会設置・常用運動還しく前進J r京城B報J 1942年5月38付3

弱。報道は以下の通り。

「奥歯臣民の錬成と思想、統ーから南総督の提唱によって盟語常用運動を起した総督府では右運

動を一歩前進せしめ，これが実践態度を決めるために二日午前九時から総督府司政局室で鈴川

司政局長，古川保安課長，筒井総力課長，本田警務課長等の関係宮を始め連盟側からJlI岸総長，

鳥川総務部長，西JI!宣伝課長等の関係者が集まり，第一宙開語普及拡合会を開催し地方の民情

並に特殊事情等を基礎に国語普及に関する自標，方策を協議したが，

先づ国語生活を目標に手近な各種地方宮公施設団体に閤語の常用を奨励する一方閤民学校を遜

じて家庭に普及をはかるため全鮮三三千否ケ所の国民学校内に国語講習会場を設霞，問所を基点

に国諮常用運動を捲き起すことを協議，午後零時対分終了した」

(26) r盟諸普及運動要綱・連盟指導委員会で決るJr京城日報J1942年5月7臼付1街。

(27) 向上。なお，記事中の「国語普及運動要鱗」は次の還り。

「趣旨 本運動は半島民衆をして確固たる皇国臣民たる信念を堅持し一切の生活に国民意識を

顕現せしむる為悉く国語を解せしめかつ臼常用語としてこれを常用せしむるにある

運動要目 (ー)常用に対する精神的指導 皇国臣民として盟諸を話し得る誇を感得せしむること
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A 日本精神の体得上国語常用が絶対必要なる所以を理解せしむることA大東亜共栄閣の中核た

る皇国臨民として密語の習得，常用が必須の資格要件たることを自覚せしむること

(ゴ閤誇を解する煮に対する方策 官公署員は率先国語常用を励行することA学生，生徒，児童

は必ず、常用することA会社，工場，鉱山等に於ても極力常用を奨励すること企青年till，婦人会，

教会その他集合に於ても国語使用に努むることA有しくも国語を解する者は必ず国語を使用す

るは勿論凡有機会に国語を解せざる者に対する教導に努むること

と)国語を解せざる者に対する方策 留民学校付属国語講習所の開設企各道講習会の関係企国諮

教本の配付A ラジオによる議潔A雑誌による講習A平易なる新開の発行A常会における指導A

よる一日一語運動A各所在における鴎語を解せる者よりの指導

同文化方面に対する方策 文学，映画，演劇，音楽方面に対して極力関語使用を奨励すること

Aラジオ第二放送に国語をより多く取入れることA諺文新開雑誌に国語欄を設くること

(到国語常用者に対する表彰及優先的処遇 「国語常用の家」等国語常用者又は笛語普及に功有る

者等を表彰することA公職その他の就職及その待遇等の各般の処遇に付優先的に考慮すること

れ)批擦官民協力し全鮮的に本運動展開に付ての明朗立熱意ある機逮を醸成するに努むること

財閥語普及年次計画を樹立することJ

むすび

本論文では，特に史料が少なかった 1940年代の日本語普及・強制政策のうち， 1942年5月の朝

鮮人に対する徴兵制度導入決定に至るまでの時期に限定して，以下のことを明らかにした。

第一意では，日本語普及政策に強制色が強くなりはじめる 1937年までの日本語普及・強制政策

のうち，公立初等教育機関，私立学校・書堂 r麗語講習会J に対する日本語使用，日本語強制の

状況を整理した(第一節)01937年に地方議員，官公吏，学校職員に対して出された談話，通牒を

取りあげ， 1936年までは道会レベノレの「公衆通訳」をめぐる要不要の議論に「廃止」の方向をつ

ける意味を持っていたこと。法令として文面化せず「通牒J の形をとることで，実費約な日本語

使用の撤底を担ったものであったこと。日本語使用の「奨励」を強講ずるが，朝鮮語「使用禁止」

には徹底して反論したことを明らかにした(第一節)。また，朝鮮への最初の兵役導入である志願

兵制度実施に関連して教育政策も大きな影響を受け，田本語解得状況が非常に重要な意味を持っ

て取りあげられるようになった(第二節)。

第二章では，輯鮮総督府が国庫捕助を投入し，初めて全朝鮮的に繰り広げた日本語講習施設で

ある「簡易国語講習会」の概要を明らかにし r全部盟語ガ分ルトイフ予測」を初めて伴った日本

語普及政策であったことを示した(第一節)。あわせて，教育令の改正に伴い随意科目となった朝

鮮語が実療に「廃止J となっていく過程を検討した(第二節)。これらの結果，少なくとも都市部

では歴然と自本語解得率の上昇が認められるに至ったことを示した(第五節)。

第三重量では，具体的な呂本語使用強制，朝鮮語廃止の事例を，京畿道仁川府を中心に整理した。

但し，地方版の史料が1941年7月までであったことに規定され，その後の展開まで追えなかった。

仁川府町連盟の日本語解f字民況調査結果は，指導者レベルの日本語「全解」にはまだ距離があっ

たことを示していた(第一節)01940年末，国民訓練後援会による「国語全解運動J (全朝鮮国語

普及運動)が始まった。民間「運動」として，中等学校生徒を長期休業中に動員し，その出身愛

国斑等で日本語教育をさせようというものであったo しかし，その「民間j 性も，背景には朝鮮

総督府関係者の後押しがあり，二回目以降は学務局，警務局，総力連盟が後援し，推進された。
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大和塾のような独自の組織で日本語普及を行ったところも存在した(第ニ節)。また， 1941年9丹

末には南総督が「国語常用j に関する訓示を出し，以後，各地の学校，学校外においても日

解得者相互間では日本語使用が厳しく行われるようになった(第三節)。

第四章では， 1942年5月6日の「国語普及運動要縄」に至る日本語普及・強制の動きを，徴兵

制導入との関係を意識しつつ検討した。

1942年3月上匂の朝鮮青年体力検査が「軍官民」の総力で「一人の検査漏れのないやう」

年を動員したことは，壮了検査の予行演習的意味もあった可能性がある。また，高橋軍参謀長は

実施過程で「関諾普及の霊大さ J，朝鮮人青年の日本語能力の必要性を感じとった。

4月14日定例局長会議における「国語普及運動」の「徹底Jに関する総督訓示は，それ以前の

こつの「国語普及」の指示・訓示とは違い r大東亜共栄閤J において「国家総力戦の一翼を担当

すべきJ朝鮮人は「日夕国語を常用し得るに歪らなくてはならぬ」と強調していた。しかも r甫

方j の「土着民J にも劣る日本語の出来ない朝鮮人の姿をクローズアップし，南方の土着民に対

する一種の差別感をこと台に，この抑圧構造を利用して，日本語の習得へ向かわせようとする論理

が見られた。これは日本軍が「南方」進攻をしたために起こった労働力動員が原閣でもたらされ

た事態であったが，この論理を利用した「国語を知らなければ農民の蓑恥J (朝鮮語)という広報

紙までが登場した。「時局」を巧みに利用した「国語の全解運動を一段と徹底」する論理構築で、あっ

た。

国民総力輯鮮連盟の日本語普及に対する動きは， 4丹14日の「総督訓示に即応」して活発になっ

た。また， 5丹6日の「国語普及運動要綱」の決定以前に，総督府関係者との打合会や運動要綱

の作成を行っていた。この 4月14B総督訓示が「国語全解運動」において大きな転機をもたらす

ものになったということができょう。

5月9臼以前には，総督と朝鮮軍関係者，および徴兵制導入に関する調査をした者以外は徴兵

制度導入は知らなかったといわれる。しかし，総力連盟としては専任であり，かつて朝鮮第二十

師団長をも務めた事務局総長JlI岸文三部が4月14日の総督訓示に見事に呼応して「国語普及運動

要綱」への動きを早めたことを考えれば，総力連盟の動きも徴兵制導入発表をかなり意識してい

たのではないか。

以上，全体として，これまでほとんど紹介されてこなかった 1940年代の r京城日報』の記事に

大幅に依拠して，日本語普及・強制政策にかかわる諸事項を時系列で整理してきたが r簡易国語

講習会J が「全部留語ガ分ル」ことを想定して立てられた計画であったこと，学校教育で朝鮮語

が事実上の寵用禁止をされながら，日本語「常用」へと切り替わっていくことを考えると，当初

の構想以上に 1938年を前後する時期の日本語の「全解」と「常用j に関する質的変化が重要であ

れ本論文ではほとんど触れなかった第三次朝鮮教育令や蕊願兵制度導入等の「皐民イ七」政策と

の関連をさらに深めて検討していく必要があることを書き皆めて置かねばならない。

徴兵制度導入発表後，さらに日本語普及・強制に拍車がかかっていくが，本論文ではこれらの

検討もなし得なかった。また r国語普及運動要綱」が各地でどのような特色を持って展開してい

くかについても今後の課題としたい。

なお，本研究は文部省科学研究費特別研究員奨励費による成果の一部である。


